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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

（１）連結経営指標等

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

売上高 （百万円） 51,101 50,629 51,878 54,533 57,301

経常利益 （百万円） 2,853 2,681 2,073 2,574 2,258

当期純利益 （百万円） 1,446 1,319 1,029 1,409 1,265

包括利益 （百万円） － 1,270 1,065 1,735 1,438

純資産額 （百万円） 10,916 12,711 13,492 14,801 15,810

総資産額 （百万円） 29,775 30,753 30,404 33,998 39,686

１株当たり純資産額 （円） 847.39 894.47 949.44 1,041.54 1,112.55

１株当たり当期純利益金額 （円） 112.27 103.47 72.46 99.16 89.08

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 36.7 41.3 44.4 43.5 39.8

自己資本利益率 （％） 14.1 11.2 7.9 10.0 8.3

株価収益率 （倍） 5.3 5.3 8.7 9.1 10.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 3,402 1,926 3,132 2,822 1,265

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,095 △1,971 △1,360 △2,003 △4,853

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,730 16 △3,312 1,082 1,552

現金及び現金同等物の期末

残高
（百万円） 5,606 5,557 4,017 5,919 3,884

従業員数
（名）

784 806 813 825 875

（外・平均臨時雇用者数） （2,030） （2,081） （1,994） （2,111） （2,108）

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式がないため記載しておりません。

３．割賦債務の返済による支出及び割賦取引による収入については、従来、投資活動によるキャッシュ・フロー

に表示していましたが、第56期より財務活動によるキャッシュ・フローに表示しております。当該表示方法

の変更を反映させるため、第55期の連結財務諸表の組替を行っております。
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（２）提出会社の経営指標等

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

売上高 （百万円） 42,582 42,378 44,112 46,344 48,035

経常利益 （百万円） 2,543 2,426 1,829 2,502 2,106

当期純利益 （百万円） 1,367 1,352 924 1,213 1,147

資本金 （百万円） 1,829 2,180 2,180 2,180 2,180

発行済株式総数 （千株） 12,911 14,211 14,211 14,211 14,211

純資産額 （百万円） 10,674 12,491 13,202 14,159 15,107

総資産額 （百万円） 27,953 28,987 28,765 31,763 36,369

１株当たり純資産額 （円） 828.57 879.00 929.07 996.39 1,063.06

１株当たり配当額 （円） 15.00 20.00 20.00 21.00 21.00

（内１株当たり中間配当

額）
（円） （－） （－） （－） （10.00） （10.00）

１株当たり当期純利益金額 （円） 106.15 106.06 65.07 85.38 80.78

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 38.2 43.1 45.9 44.6 41.5

自己資本利益率 （％） 13.6 11.7 7.2 8.9 7.8

株価収益率 （倍） 5.6 5.2 9.7 10.6 11.3

配当性向 （％） 14.1 18.9 30.7 24.6 26.0

従業員数
（名）

490 512 516 522 542

（外・平均臨時雇用者数） （780） （790） （762） （782） （837）

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は潜在株式がないため記載しておりません。

３．第54期の配当額には、東京証券取引所市場第二部上場の記念配当１株当たり５円を含んでおります。

４．第55期の配当額には、東京証券取引所市場第一部銘柄指定の記念配当１株当たり５円を含んでおります。
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２ 【沿革】

年月 概要

昭和27年３月 当社の前身である有限会社森本商店を設立

昭和33年３月 森本油脂株式会社に組織変更

昭和36年９月 業務用サラダ向マヨネーズ「ケンコーマヨネーズAS」の製造販売を開始し、食用油販売を中止

昭和41年６月 ケンコー・マヨネーズ株式会社に商号変更

昭和42年４月 名古屋店（名古屋支店の前身）を設置

８月 東京店（現　東京本社）を設置

10月 神戸市灘区に神戸工場新設、本社移転

昭和45年11月 業務用マヨネーズ専門メーカーとなる

昭和48年６月 仙台営業所（仙台支店の前身）を設置

昭和50年11月 大阪支店を設置

昭和51年１月 東京都稲城市に稲城工場新設

３月 福岡営業所（福岡支店の前身）を設置

昭和52年10月 業界初のロングライフサラダ「ファッションデリカフーズ®」を発売開始

昭和54年３月 札幌営業所（札幌支店の前身）を設置

４月 広島駐在所（広島支店の前身）を設置

11月 神奈川県厚木市に厚木工場新設

昭和56年８月 浜松駐在所（静岡支店の前身）を設置

昭和61年12月 ごぼうサラダ（業務用）を発売開始

昭和63年３月 兵庫県神戸市に西神戸工場新設

３月 千葉営業所（千葉支店の前身）を設置

３月 高松営業所を設置

５月 神奈川県厚木市に厚木フードセンター新設

平成元年６月 京都営業所（京都支店の前身）を設置

平成２年２月 株式会社九州ダイエットクックを買収（現　連結子会社）

５月 神戸営業所（神戸支店の前身）を設置

平成３年３月 株式会社ダイエットクック三田設立

３月 岡山営業所を設置

８月 株式会社丸実フーズ（株式会社ダイエットクック東村山）を買収

９月 株式会社ダイエットクック埼玉設立

平成４年６月 ケンコー・マヨネーズ株式会社をケンコーマヨネーズ株式会社に商号変更

平成５年４月 グループ統括センター（現　東京本社）を設置

８月 株式会社ダイエットクック白老設立（現　連結子会社）

平成６年６月 山梨県西八代郡に山梨工場新設

11月 日本証券業協会へ株式を店頭登録

平成７年３月 株式会社ダイエットエッグ東日本（現　株式会社関東ダイエットエッグ）設立

平成８年６月 ライラック・フーズ株式会社設立（現　連結子会社）

６月 鹿児島営業所設置

８月 株式会社関西ダイエットクック設立（現　連結子会社）

平成９年３月 株式会社シーシーエフ設立

３月 株式会社ダイエットクックサプライ設立（現　連結子会社）

４月 株式会社ダイエットクック東村山と株式会社ダイエットクック埼玉を統合し、株式会社関東ダイエッ

トクックとする。

５月 株式会社ダイエットエッグ東日本を株式会社関東ダイエットエッグに商号変更（現　連結子会社）

平成10年３月 株式会社ダイエットクック三田解散

平成12年３月 株式会社シーシーエフ解散

平成13年１月 株式会社ダイエットクック都城設立

平成14年３月 株式会社チアースピリッツ設立

平成15年４月 静岡県御殿場市に御殿場工場新設

平成16年３月 株式会社九州ダイエットクックが株式会社ダイエットクック都城を吸収合併

12月 ジャスダック証券取引所に株式を上場（平成23年５月に上場廃止）
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年月 概要

平成17年２月 厚木フードセンターを厚木工場に統合

平成17年５月 健可食品（香港）有限公司設立（現　持分法適用関連会社）

８月 健可食品（東莞）有限公司設立（現　持分法適用関連会社）

８月 サラダカフェ株式会社設立（現　連結子会社）

平成18年２月 株式会社チアースピリッツ解散

４月 株式会社ハローデリカ設立（現　連結子会社）

５月 株式会社関東ダイエットクック（新）設立（現　連結子会社）

８月 株式会社関東ダイエットクック（旧）解散

平成19年１月 大連健可泉平色拉食品有限公司設立

８月 第三者割当による新株式発行

10月 京都府舞鶴市に西日本工場新設

平成20年４月 大連健可泉平色拉食品有限公司の当社持分を株式会社泉平へ全額譲渡

平成21年４月 福岡県八女市に八女工場新設

11月 東京本社移転

12月 稲城工場を厚木工場に統合

平成22年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所との合併に伴い、上場取引所は大阪証券取引所

（ＪＡＳＤＡＱ市場）

10月 大阪証券取引所ヘラクレス市場、同取引所ＪＡＳＤＡＱ市場及び同取引所ＮＥＯ市場の各市場統合に

伴い、上場取引所は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）

平成23年３月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場

３月 健可食品（香港）有限公司を頂可（香港）控股股份有限公司に商号変更

３月 健可食品（東莞）有限公司を東莞頂可食品有限公司に商号変更

４月 八女工場の機能を株式会社九州ダイエットクックの佐賀工場に統合

平成24年３月 杭州頂可食品有限公司設立（現　持分法適用関連会社）

３月 東京証券取引所市場第一部銘柄に指定

７月 PT.Intan Kenkomayo Indonesia 設立（現　持分法適用関連会社）
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３ 【事業の内容】

　当社グループは、当社及び関係会社13社（平成26年３月31日現在）で構成され、食品製造販売を

主な内容とした事業活動を行っております。また、別段の表示がない限り、本文中の「当社」とは

ケンコーマヨネーズ株式会社を意味し、「当社グループ」とはケンコーマヨネーズ株式会社及びす

べての関係会社を含んでおります。

 

　当社グループの事業内容は、次のとおりであります。

主要な会社 調味料・加工食品事業 総菜関連事業等 その他

ケンコーマヨネーズ株式会社 ○ － －

株式会社ダイエットクック白老 － ○ －

ライラック・フーズ株式会社 － ○ －

株式会社関東ダイエットクック － ○ －

株式会社関東ダイエットエッグ － ○ －

株式会社関西ダイエットクック － ○ －

株式会社ダイエットクックサプライ － ○ －

株式会社九州ダイエットクック － ○ －

サラダカフェ株式会社 － － ○（販売のみ）

株式会社ハローデリカ － ○（販売のみ） －

頂可（香港）控股股份有限公司 － － ○（販売のみ）

東莞頂可食品有限公司 － － ○

杭州頂可食品有限公司 － － ○

PT.Intan Kenkomayo Indonesia － － ○
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　以上の当社グループの状況の概要図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は出資金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有
〔被所有〕割
合（％）

関係内容

（連結子会社）      

㈱九州ダイエットクック 佐賀県佐賀市 78 総菜関連事業等 100.0

当社製品の製造

役員の兼任・・無

資金の貸付

㈱関東ダイエットクック 埼玉県入間郡三芳町 50 総菜関連事業等 100.0

当社製品の製造

役員の兼任・・無

資金の貸付

㈱ダイエットクック白老 北海道白老郡白老町 30 総菜関連事業等 100.0

当社製品の製造

役員の兼任・・無

資金の貸付

土地の貸与

㈱関東ダイエットエッグ

（注）４．
埼玉県新座市 50 総菜関連事業等 100.0

当社製品の製造

役員の兼任・・無

資金の貸付

土地の貸与

㈱関西ダイエットクック 京都府綾部市 50 総菜関連事業等 100.0
当社製品の製造

役員の兼任・・無

㈱ダイエットクックサプライ 広島県福山市 30 総菜関連事業等 100.0

当社製品の製造

役員の兼任・・無

資金の貸付

ライラック・フーズ㈱ 北海道白老郡白老町 10 総菜関連事業等
100.0

（80.0）

当社製品の製造

役員の兼任・・無

債務保証

サラダカフェ㈱ 大阪府吹田市 20 その他 100.0
役員の兼任・・無

資金の貸付

㈱ハローデリカ 埼玉県入間郡三芳町 10 総菜関連事業等
100.0

（100.0）
役員の兼任・・無

（持分法適用関連会社）      

頂可（香港）控股股份有限公司 香港
173

（百万ＨＫＤ）
その他 50.0 役員の兼任・・有

東莞頂可食品有限公司 広東省東莞市
16

（百万ＨＫＤ）
その他

50.0

（50.0）
役員の兼任・・有

杭州頂可食品有限公司 淅江省杭州市
20

（百万ＵＳＤ）
その他

50.0

（50.0）

役員の兼任・・有

債務保証

PT.Intan Kenkomayo Indonesia

Jl. Tipar Cakung Km

0,6/RT 49 Cakung

Jakarta Timur

600

（億ＩＤＲ）
その他

49.0

（－）
役員の兼任・・有

（注）１．「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．「議決権の所有〔被所有〕割合」欄の（内書）は、間接所有割合であります。

３．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

４．㈱関東ダイエットエッグは特定子会社であります。
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５ 【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

平成26年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（名）

調味料・加工食品事業 542（837）

総菜関連事業等 303（1,054）

報告セグメント計 845（1,891）

その他 30（217）

合計 875（2,108）

（注）１．従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員数であります。

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間換算）であります。

３．臨時従業員には、パートナー社員及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

 

（２）提出会社の状況

平成26年３月31日現在
 

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

542（837） 37.8 12.8 5,781

 

セグメントの名称 従業員数（名）

調味料・加工食品事業 542（837）

総菜関連事業等 －（－）

報告セグメント計 542（837）

その他 －（－）

合計 542（837）

（注）１．従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間換算）であります。

３．臨時従業員には、パートナー社員及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

４．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

（３）労働組合の状況

　当社グループは、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

（１）　業績

　当連結会計年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）におけるわが国の経済は、中国にお

ける景気の不透明感の高まりや新興国の成長ペースの鈍化等の影響を受けましたが、株価上昇に伴う消

費マインドの改善や消費税率引き上げ前の駆け込み需要もあり、個人消費は好調に推移したこと、また

円安の進行等により企業収益に改善がみられたことなど、景気は緩やかな回復基調で推移したものと思

われます。

 

　このような事業環境の中、当社グループにおきましては、前連結会計年度からスタートしました『中

期経営計画Ⅳ（フォース）2012-2014』の指針であります「市場演出型企業としての成長戦略」に基づ

いた５つの骨子を掲げており、次のとおり取り組んでおります。

 

　（Ⅰ）グローバル企業となる

　中国事業につきましては、現地での経営管理体制の強化や当社が培ってきました提案型の販売スタイ

ルの浸透などにより、売上拡大ペースを加速させるとともに、収益の改善も進めてまいりました。イン

ドネシア事業につきましては、イスラム教の戒律に従って製造したことの証明である「ハラール食品」

の認証を取得し、平成25年10月より生産及び販売を開始いたしました。

 

　（Ⅱ）事業領域の拡大

　毎年秋に開催しております当社の新商品・メニューの展示会である「ケンコーフェア」におきまし

て、「世界のソース」・「世界のサラダ」シリーズを様々なメニューで紹介するなど、更に浸透を進め

るとともに商品ラインナップをより充実させてまいりました。また個食化という食スタイルの進行への

対応として、平成25年９月より「サラダのプロがつくった」サラダシリーズとして、小型形態のロング

ライフサラダ５アイテムを発売いたしました。この商品はプロの方から認められた味を一般のご家庭に

お届けすることをコンセプトとしており、導入店舗の拡大、新規導入を積極的に進めております。

 

　（Ⅲ）「サラダ料理」の確立・情報発信を行い、市場演出型企業としての戦略を実践

　平成25年10月より朝日放送（ＡＢＣラジオ）にて当社冠番組『サラダトーク～お仕事カフェ』をス

タートさせました。出演いただくゲストに合ったサラダ料理を用意し、ゲストとリスナーにサラダのあ

る食卓を提案しております。また東京海洋大学に「サラダサイエンス（ケンコーマヨネーズ）寄附講

座」を開設いたしました。この寄附講座では、サラダに用いられる食材（野菜や魚介類等）の鮮度保持

が難しいため、調味料との組み合わせによる品質の変化など調味料の栄養機能、嗜好性、安全性の向上

を目指しております。

 

　（Ⅳ）サラダカフェブランドの推進・浸透

　将来のビジョンとして、サラダカフェ30店舗構想を掲げ、百貨店やショッピングモール等への催事出

店を行い、新規出店の足がかりを築くとともに、既存店のリニューアルを進めてまいりました。またサ

ラダカフェブランドによるオリジナルドレッシングの発売や料理講習会を定期的に開催することによ

り、サラダカフェブランドの更なる浸透を進めております。

　（Ⅴ）人材の育成、体制の強化
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　全社員を対象にした、様々な研修制度の導入や拡充を進めております。また従来より実施しておりま

したトレーサビリティの更なる強化を目指して生産管理システムを導入し、併せて生産に係る業務の標

準化・効率化も進めております。またＩＴインフラの強化・活用をテーマとして掲げており、ＩＴのセ

キュリティ強化やｅラーニング研修も進めております。

 

　以上の５つの成長戦略に加えまして、新工場として「静岡富士山工場」を建設し、平成26年４月稼働

に向けた準備を着実に進めてまいりました。この新工場は、当社のタマゴ事業の領域を原料である「殻

付き卵」から「タマゴ製品」まで拡げ、すべてに一貫した生産システムを構築するという戦略を実践す

るものであります。

 

　当連結会計年度における売上高及び利益の概況は以下のとおりであります。

 

　（イ）売上高

　売上高につきましては、従来より進めてまいりました外食等の分野別チームについて、新たなチーム

を追加するなど業態を細分化し、更に深掘りした分野別の個別対策を立案・実行した結果、売上高増加

へ大きく寄与いたしました。業態別に提案しておりますサラダ料理のレシピにつきましては、当社の

ウェブサイト上でも紹介することで、更なる売上増加に繋げてまいりました。

　またサラダカフェの活用によるグループ相乗効果を高める戦略を進めており、消費者と直接対話がで

きるショップ及びウェブサイトを通じて集めた消費者の声をメニュー提案に活かしてまいりました。こ

のメニュー提案力の強化によりお客様との共同試作におきましても、ますます好評をいただくことがで

き、お客様との関係を更に強固なものとすることができました。その結果、前連結会計年度に対して増

収を達成することができました。

 

　（ロ）利益

　利益につきましては、為替が円安に進行したことに加えて、穀物及び鶏卵相場の上昇等、原料価格の

高騰が想定以上に進んだことに対しまして、企業努力のみでは吸収しきれない部分に関し、一部商品の

価格改定を進めさせていただくとともに、売上高増加による利益増加や工場の稼働率アップ、また物流

費をはじめとした費用削減等を実施いたしましたが、連結営業利益、連結経常利益、連結当期純利益は

前連結会計年度対比で減益となりました。今後も更なる合理化を進め、収益体質の強化に取り組んでま

いります。

 

　この結果、当連結会計年度における連結売上高は57,301百万円（前連結会計年度比2,767百万円の増

加、5.1％増）、連結営業利益は2,428百万円（前連結会計年度比349百万円の減少、12.6％減）、連結

経常利益は2,258百万円（前連結会計年度比315百万円の減少、12.3％減）、連結当期純利益は1,265百

万円（前連結会計年度比143百万円の減少、10.2％減）となりました。
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　当連結会計年度における各報告セグメントの状況は次のとおりであります。

 

調味料・加工食品事業

　＜サラダ・総菜類＞につきましては、主力商品のポテトサラダが外食向けに新規採用されたことや既

存商品の伸長により増加いたしました。また、パンプキンサラダはコンビニエンスストアのお弁当用と

して新規採用され、オニオン、明太子、アボカド等の素材を活かした商品においても外食、コンビニエ

ンスストア向けに新規採用され伸長いたしました。和惣菜ではお弁当用として、きんぴら商品が好調に

推移しました。

　＜マヨネーズ・ドレッシング類＞につきましては、マヨネーズはサンドウィッチ用や焼き込みパン用

としての用途での数量が増加し、売上高が増加しました。ドレッシングでは１Ｌ形態の低カロリーノン

オイルドレッシング、小型形態のドレッシングが外食向けを中心に新規採用され伸長しました。また

「世界のソース」シリーズにおいても好調に推移し、増収に寄与いたしました。

　＜タマゴ加工品＞につきましては、サンドウィッチ用や焼き込みパン用のタマゴサラダ、お弁当用の

厚焼きタマゴ、シートタイプや茹で卵等のその他タマゴ加工品について、様々な加工形態の商品がコン

ビニエンスストア、製パン、量販店、外食向けに伸長し大幅な増収となりました。

 

　この結果、当連結会計年度におけるセグメント売上高は47,541百万円、セグメント利益は2,106百万

円となりました。

 

総菜関連事業等

　売上高につきましては、量販店向けの新規採用によりポテトサラダ、パスタサラダの主力商品等が増

加したことにより増収となりました。利益につきましては、原材料の高騰の影響があるものの、売上高

の増加による稼働率アップや生産効率・歩留の改善、経費削減等のコストダウンの取り組みにより増益

となりました。

　この結果、当連結会計年度におけるセグメント売上高は8,586百万円、セグメント利益は369百万円と

なりました。
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（２）キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、3,884百万円（前連結会計年度比34.4％減）とな

りました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、1,265百万円（前連結会計年度比1,557百万円の減少）となりまし

た。これは、主として税金等調整前当期純利益2,215百万円、減価償却費1,004百万円、法人税等の支払

額1,240百万円によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、4,853百万円（前連結会計年度比2,849百万円の使用資金の増加）と

なりました。これは、主として有形固定資産の取得による支出4,192百万円によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は、1,552百万円（前連結会計年度比469百万円増加）となりました。こ

れは、主として割賦取引による収入1,856百万円、長期借入れによる収入1,989百万円、長期借入金の返

済による支出1,137百万円によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

（１）　生産実績

　当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同期比（％）

調味料・加工食品事業 47,994 3.5

総菜関連事業等 8,396 14.8

報告セグメント計 56,391 5.1

その他 795 8.3

合計 57,187 5.1

（注）１．金額は、販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

（２）　受注実績

　当社グループは販売計画に基づいて生産計画をたて、これにより生産しているため、受注生産を行っ

ておりません。

 

（３）　販売実績

　当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同期比（％）

調味料・加工食品事業 47,541 3.6

総菜関連事業等 8,586 14.1

報告セグメント計 56,127 5.1

その他 1,173 5.4

合計 57,301 5.1

（注）１．上記の金額にはセグメント間取引の金額は含まれておりません。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％）

ベンダーサービス株式会社 5,608 10.3 6,592 11.5
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３ 【対処すべき課題】

（１）経営方針

①　会社の経営の基本方針

　当社グループは、「心身（こころ・からだ・いのち）と環境」を経営理念とし、「サラダNo.１

企業を目指す」、「品質、サービスで日本一になる」ことを経営方針として掲げております。ま

た、従業員の宣誓として「お客様と社員の幸せ作りの為に考え工夫する」、「資源と環境を大切に

する」、「成長を目指し果敢に行動する」という３つの誓いを立てております。『食育』という考

え方に基づき、食を通じて世の中に貢献し、関係者の皆様に満足いただける商品・サービスの提供

を続けるとともに、安定した成長を持続できる経営基盤づくりに努めてまいります。

 

（イ）地域社会や環境への貢献

　食品メーカーとしてまた食文化創造企業として、「心を豊かにする食品づくり」、「身体にやさ

しい食品づくり」を進めるとともに、廃棄物の削減とリサイクルに努め、限りある資源を有効活用

し、環境保全に積極的に取り組み地域社会及び国際社会に貢献してまいります。

 

（ロ）お客様ニーズへの対応

　当社は北海道から九州まで全国に広がる当社グループの製造・販売拠点を活かし、多様化、高度

化するニーズにお応えし、安全で健康によい商品、新鮮で美味しい商品の供給に努め、多彩なメ

ニュー提案を行い、自らの力で商品開発から生産・販売まで行ってまいります。

 

（ハ）惣菜（総菜）へのこだわり

　私どもにとって「惣菜（総菜）」とは主食とともに食べる様々なおかず（副食）ではなく、食卓

の主役として惣菜を位置づけております。サラダに代表される洋惣菜、煮物に代表される和惣菜等

を総称して「総菜」と位置づけ、「中食」市場の拡大傾向の中で「総菜」全般をお任せいただける

メーカーを目指してまいります。

　総菜の基本は家庭の味であり地域の味であります。子供から年配者まで「楽しく、おいしい食

卓」を目指し、かつプロの味を皆様に喜んでいただけるメニュー作りを行ってまいります。

 

　今後は「サラダ」のリーディングカンパニーとして、経営資源を適正に配分し、あらゆる面から

企業価値の向上及びＣＳＲ活動の充実した実践を図ることにより、お客様・株主の皆様に信頼さ

れ、当社を取巻く関係者皆様のご期待にお応えできるよう、事業の拡大を推進してまいります。

 

②　目標とする経営指標

　当社グループは、劇的な変化を続ける経営環境に対応し株主利益の増大と企業価値向上のためグ

ループ全体の収益基盤及び財務体質の安定強化を図ってまいります。売上高、経常利益率、自己資

本比率を重要な経営指標ととらえ、その向上を目指してまいります。

 

③　中長期的な会社の経営戦略

　『中期経営計画Ⅳ（フォース）2012-2014』の指針であります「市場演出型企業」に向けて、５

つの成長戦略を掲げております。

 

（イ）グローバル企業となる

　グローバル企業への成長に向けて、様々な展開を進めております。中国とインドネシアの２か国

で、現地有力企業との合弁による事業展開をしておりますが、これは生産拠点を機軸とした現地生

産・現地販売という拠点による展開であります。また輸出の拡大や海外の原料を活用した商品づく

りなど「ケンコーサラダワールド」の展開を加速させており、ハラール認証工場で生産した商品

を、日本を含めた各国へ輸出することも進めております。

 

（ロ）事業領域の拡大
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　「マヨネーズ・ドレッシング」から「ソース」まで事業領域を拡げてまいりましたが、このソー

スの領域におきまして、世界各地の特徴あるソースを商品づくりに活かした「世界のソース」シ

リーズを発売いたしました。またサラダの領域におきましても「世界のサラダ」を提案し、「ケン

コーサラダワールド」の展開を加速させております。

 

（ハ）「サラダ料理」の確立・情報発信を行い、市場演出型企業としての戦略を実践

　当社では「サラダ料理」を、「野菜を軸として、あらゆる食材（肉類・魚介類・乳加工品）とあ

らゆるソースとの調和を図り、進化発展させた主菜となるサラダ」と定義しております。サラダ料

理の情報発信につきましては、当社コーポレートサイトに「サラダ料理コンテンツ」を開設し、サ

ラダ料理の提案を充実させるなど、市場演出型企業としての存在感をアップさせております。

 

（ニ）サラダカフェブランドの推進・浸透

　サラダカフェの店舗を拡大・充実させることでサラダカフェブランド及び「サラダ料理」の推

進・浸透を進めております。またウェブサイトやレシピ集を活用して、様々な食シーンの演出や提

案等の発信を積極的に行うことにより、サラダカフェブランドの更なる浸透を図ってまいります。

 

（ホ）人材の育成、体制の強化

　市場演出型企業としての戦略立案及び実行ができる人材やグローバルな視点で判断・行動ができ

る人材の育成を進めるため、現在の研修制度等を更に充実させ、組織・体制等の整備を進めてまい

ります。

 

④　会社の対処すべき課題

　海外で展開しております中国及びインドネシアの２つの事業につきましては、『中期経営計画Ⅳ

（フォース）2012-2014』における「グローバル企業となる」という方針に基づいて、収益体質の

強化を進め、グループの収益拡大に繋げてまいります。

 

 

（２）株式会社の支配に関する基本方針

　当社は平成18年５月19日開催の当社取締役会において、当社の企業価値を毀損し、ひいては株主

の皆様の共同利益を害すると考えられる当社買収に対し自衛を図る観点から、特定の法人・個人ま

たはグループ（以下、「特定株主グループ」という。（注１））による当社の議決権割合（注２）

の20％を超えて買い進めることを目的とした当社株券等（金融商品取引法第27条の23第１項に規定

される。）の買付行為、または結果として特定株主グループによる議決権割合が20％を超えること

となるような当社株券等の買付行為（以下、かかる買付行為を「大規模買付行為」といい、大規模

買付行為を行う者及び行おうとする者を「大規模買付者」という。）に関する対応方針（以下、本

プランという。）を決定いたしております。

　当社取締役会は、今後、公開買付制度に係わるものを含め関連諸法令の改正等を踏まえ、本プラ

ン及び新株予約権の内容を適宜見直し、本プラン導入の趣旨に沿ったものとすべく必要に応じ修正

していくこととしております。また当社は、本プランの検討・導入に関し、日本国の弁護士等第三

者からの助言を受けております。
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（注１）特定株主グループとは、当社の株券等（金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株

券等をいう。）の保有者（金融商品取引法第27条の23第１項に規定する保有者をいい、同条第３項

に基づき保有者とみなされる者を含む。）または買付け等（金融商品取引法第27条の２第１項に規

定する買付け等をいい、取引所有価証券市場において行われるものを含む。）を行う者とその共同

保有者（金融商品取引法第27条の23第５項に規定する共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同

保有者とみなされる者を含む。）及び特別関係者（金融商品取引法第27条の２第７項に規定する特

別関係者をいう。）を意味する。

（注２）議決権割合の計算において分母となる総議決権数は、当社のその時点での発行済全株式

から、直近の自己株券買付状況報告書に記載された数の保有自己株式を除いた株式の議決権数とす

る。

 

①　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社は食品メーカーとして創業以来、「心を豊かにする食品づくり」、「身体にやさしい食品づ

くり」を基軸として取り組んでまいりました。今後も「食を通じて世の中に貢献する。」ことを企

業理念に掲げ、「サラダNo.１企業を目指す。」方針の下、株主の皆様の期待・信頼に応えるべく

企業価値向上及び株主共同利益向上に邁進していく所存であります。

　当社グループは食品メーカーとして、工場の立地する地域社会とも共存共栄を図りつつ事業展開

しており、さらに、地道な研究開発による新規商品・新規事業の開発と競争力の強化をベースに、

企業としての成長を図っております。従いまして、当社に対する大規模買付行為の提案があったと

しても、当社経営ノウハウ・知識・情報及び多数の従業員・顧客並びに取引先・地域社会等のス

テークホルダーとの間に築かれた関係等の理解なくしては、中長期的な企業価値の極大化の実現は

困難であると考え、提案内容や当社の将来にわたる企業価値について判断いただくのは極めて困難

であると考えております。

　最終的に、大規模買付行為を受け入れるかどうかは株主の皆様の判断によるべきものであります

が、上記事情に鑑みますと、大規模買付行為が行われようとする場合には、株主の皆様に対して、

当社からはもとより、大規模買付者からも十分な判断材料が提示されるとともに、熟慮のための十

分な時間が確保されるべきものと考えます。

　また、昨今のわが国資本市場においては、株主・投資家等に対する十分な情報開示がなされるこ

となく、一方的な利得権益獲得のため突然に株券等の大規模買付行為がなされ、結果として対象会

社の企業価値及び株主共同の利益を毀損する事態が発生し得る事例も散見され、これらは多数のス

テークホルダーに無用な混乱・ダメージを残すこととなり、厳に慎むべきものであります。それ

は、関係当事者同士が納得、合意した上で友好裡に進められるべきものと考えております。

 

　上記の点を踏まえ、当社取締役会は、大規模買付行為が一定の合理的なルールに基づき行われる

ことが、株主の皆様の共同利益に合致するものと考え、本プランにおいて、一定のルール（以下、

「大規模買付ルール」という。）を定めることといたしました。

　当社取締役会としては、大規模買付行為に対してこの大規模買付ルールの遵守を求め大規模買付

ルールに基づき判断材料の提示を大規模買付者より受けた場合には、社外監査役等で構成される独

立委員会（以下、「企業価値検討委員会」という。）の助言を最大限尊重した上でそれを十分吟

味・検討し、当社取締役会としての見解を取りまとめた上で当該見解を適時且つ適切に開示し買付

の受入または代替案の提示等、その見解に基づいた相当の対応をとることといたします。

　また、大規模買付者が大規模買付ルールに従わずに大規模買付行為を開始しようとする場合に

は、株主の皆様の共同利益を毀損する当社に対する敵対的買収行為と看做し、取締役会は企業価値

検討委員会の助言を最大限尊重した上で必要に応じて相当な対抗措置等の意思決定を行います。
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　本プランにおける大規模買付ルールは、関係諸法令、裁判例並びに経済産業省及び法務省の定め

た「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」及び企業価値研

究会の定めた「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」に準拠しております。

　なお、平成26年３月31日現在の大株主の状況は「第一部［企業情報］第４［提出会社の状況］１

［株式等の状況］(7）［大株主の状況］」に記載のとおりです。大量保有者に該当する株主は相互

に自主独立した関係を構築しており、その意思決定は各々別個に独立して行われます。

 

②　大規模買付ルールの概要

　当社取締役会としては、大規模買付行為は、以下に定める大規模買付ルールに従って行われるこ

とが、当社株主の皆様の共同利益に合致すると考えます。

（イ）大規模買付ルール内容

（ⅰ） 事前に大規模買付者から当社取締役会に対して十分な情報が提供される。

（ⅱ） 当社取締役会による一定の評価期間が経過した後に大規模買付行為を開始する。

 

（ロ）大規模買付情報の提供

　大規模買付者には、当社取締役会に対して、当社株主の判断及び取締役会としての意見形成のた

めに十分な情報（以下、「大規模買付情報」という。）を提供していただきます。

　項目の一部は以下のとおりであります。

（ⅰ） 大規模買付者及びそのグループの概要（大規模買付者の資本構成の詳細、事業内容、当社

の事業と同種の事業についての経験等に関する情報を含む）

（ⅱ） 大規模買付行為の目的及び内容

（ⅲ） 買付対価の算定根拠及び買付資金の裏付けまたは調達先

（ⅳ） 大規模買付行為完了後に意図する当社経営方針、事業計画、財務計画、資本政策、配当政

策及び資産活用策等

（ⅴ） 既に保有する当社株券等に関する担保設定状況

（ⅵ） 今後買付ける当社株券等に関する担保設定の予定

（ⅶ） 大規模買付行為に際しての第三者との間における意思連絡の有無及び意思連絡が存する場

合にはその内容

 

（ハ）「大規模買付意向表明書」の事前提出

　大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、まず当社取締役会宛に大規模買付ルー

ルに従う旨の意向表明書を提出いただくことといたします。意向表明書には、大規模買付者の名

称、住所、代表者名、事業内容、主要株主、または主要出資者の概要、設立準拠法、国内連絡先を

明示していただきます。当社は、この意向表明書の受領後10営業日（初日不算入）以内に、大規模

買付者から当初提供していただくべき大規模買付情報のリストを大規模買付者に交付いたします。

　なお、当初提供していただいた情報を精査した結果、大規模買付情報として不十分と考えられる

場合、十分な大規模買付情報が揃うまで追加的に情報提供をしていただくことがあります。大規模

買付行為の提案があった事実及び当社取締役会に提供された大規模買付情報が、当社株主の皆様の

判断のために必要であると認められる場合には、適切と判断する時点で、その全部または一部を開

示することといたします。
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（ニ）情報の検討及び当社意見表明等

　次に、当社取締役会は大規模買付行為に関する情報の提供が完了したと合理的に判断されるとき

には、その旨を大規模買付者に通知いたしますが、当該通知後60日間（初日不算入。対価を現金

（円貨）のみとする公開買付による当社全株式の買付の場合）または90日間（その他の大規模買付

行為の場合）を取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期間（以下、

「取締役会評価期間」という。）として与えられるべきものと考えます。

　従って大規模買付行為は、取締役会の意見公表後、または取締役会評価期間の経過後にのみ開始

されるものといたします。取締役会評価期間中、当社取締役会は企業価値検討委員会の助言を最大

限尊重して、提供された大規模買付情報を充分に評価・検討し、取締役会としての意見を慎重にと

りまとめ、開示することになります。

　また、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉し、当

社取締役会として株主への代替案を提示することもあります。

 

（ホ）企業価値検討委員会

（ⅰ） 目的

　対応方針に定める大規模買付行為が発生した場合、対応方針上の大規模買付ルールに則って一

連の手続きが行われていることを確認し、企業価値を守るために取締役会に対して、法的段取り

や措置について適切且つ公正中立な立場で助言することを目的とします。

（ⅱ） 機能

　独立した組織として、合理性、公正性を担保するため、大規模買付行為が判明次第、買付行為

の適正性及び対策について検討し、構成メンバーの同意による決議により、最終的判断を行う取

締役会に助言します。取締役会はこの助言を最大限尊重しなければなりません。

（ⅲ） 買付行為の是非の判断

・企業価値及び株主共同の利益を毀損しないかを検討

・大規模買付ルールの遵守の確認

・企業価値の収奪性の確認

・買収価格の適正性の検討

（ⅳ） 第三者専門家の助言

　前号に定める検討または確認に必要と企業価値検討委員会が判断する場合には、当社の費用で

独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、税理士、コンサルタ

ント、その他の専門家）の助言を得ることができるものとします。

（ⅴ） 選任

　企業価値検討委員会の委員として社外監査役３名を選任します。委員の氏名及び略歴は「第一

部［企業情報］第４［提出会社の状況］５［役員の状況］」を参照願います。

 

③　大規模買付行為への対応策

（イ）大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合

　大規模買付者によって大規模買付ルールが遵守されない場合には、当社取締役会は、当社及び当

社株主の皆様の利益の保護を目的として、新株予約権の発行等、会社法その他の法律（対抗措置時

の施行後法令を含む）及び当社定款が取締役会の権限として認める措置をとり大規模買付行為に対

抗することがあります。具体的な対抗措置については、その時点で最も適切と当社取締役会が判断

したものを選択いたします。
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　また、具体的対抗措置として株主割当により新株予約権を発行する場合の概要は（注）のとおり

とします。新株予約権の発行株数は当社取締役会が別途定める数とし、複数回にわたり新株予約権

の発行を行うことがあります。なお、新株予約権を発行する場合には対抗措置としての効果を勘案

した行使期間及び行使条件を設けることがあります。当該対抗措置により、大規模買付者はその持

株比率が低下し、自己の持株の価値が減少する（いわゆる「希釈化」）という経済的損害を含む何

らかの不利益を発生させる可能性があります。

 

（注）　株主割当により新株予約権を発行する場合の概要

（ⅰ）新株予約権付与の対象となる株主及びその発行条件

　取締役会で定める割当日における最終の株主名簿または実質株主名簿に記載または記録された

株主に対し、その所有株式（ただし、当社の有する当社普通株式を除く）１株につき１個の割合

で新株予約権を割当てる。

（ⅱ）新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的となる

株式の数は１株とする。

（ⅲ）発行する新株予約権の総数

　新株予約権の割当総数は、当社取締役会が別途定める数とする。取締役会は複数回にわたり新

株予約権の割当を行うことがある。

（ⅳ）各新株予約権の発行価額

　無償とする。

（ⅴ）各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき額

　各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき額は１円以上で取締役会が定める額とする。

（ⅵ）新株予約権の譲渡制限

　新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

（ⅶ）新株予約権の行使条件

　議決権割合が20％以上の特定株主グループに属する者に新株予約権の行使を認めないことを新

株予約権の行使の条件として定める。新株予約権の行使条件の詳細については、当社取締役会に

おいて別途定めるものとする。

（ⅷ）新株予約権の行使期間等

　新株予約権の行使期間、その他必要な事項については、取締役会において別途定めるものとす

る。

 

（ロ）大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合

　大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、大規模買付行為が専ら大規模買付者の短期

的な利得のみを目的とするものであったり、目的の不明確性や、買収後の経営の不確実性などから

株主の皆様の共同利益に反するおそれがある場合や、当社に回復し難い損害をもたらすことが明ら

かであると、企業価値検討委員会が当社取締役会に助言した場合この助言を最大限尊重して、当社

としてその旨の見解を改めて開示の上、必要に応じて相当な対抗措置を講ずることになりますので

予めご留意願います。

 

　たとえば、以下の場合が対象となります。

（ⅰ）真に会社経営に参加する意思がないにもかかわらず株価をつりあげて高値で株式を当社また

は当社関係者に引取らせる目的であると判断される場合または当社株券等の取得目的が主とし

て短期の利鞘の稼得にあると判断される場合

（ⅱ）当社の会社経営を一時的に支配して当社の事業経営上必要な知的財産権、ノウハウ、企業秘

密、主要取引先や顧客等を買付提案者やそのグループ会社に移譲させるなど、いわゆる焦土化

経営を行う目的があると判断される場合
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（ⅲ）当社の経営を支配後、当社の資産を買付提案者やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原

資として流用する目的があると判断される場合

（ⅳ）当社経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない不動産、有価証券など資産

等を売却等処分させ、その処分利益をもって一時的な高配当をさせるか、あるいは一時的高配

当による株価の急上昇の機会を狙って当社株式の高価売り抜けを目的としていると判断される

場合

（ⅴ）大規模買付者の経営陣または主要株主にいわゆる反社会的組織、またはその組織が支配・関

与する個人・団体が含まれている場合等、大規模買付者が公序良俗の観点から当社の支配株主

として不適切であると合理的な根拠をもって判断される場合

（ⅵ）大規模買付者による支配権取得により、当社株主はもとより、顧客、従業員、その他のス

テークホルダーの利益を含む当社の企業価値の毀損が予想されたり、当社の企業価値の維持及

び向上を阻止する可能性があると合理的な根拠をもって判断される場合、または大規模買付者

が支配権を獲得する場合の当社の企業価値が、中長期的な将来の企業価値との比較において、

当該大規模買付者が支配権を取得しない場合の企業価値と比べ、明らかに劣後すると判断され

る場合

（ⅶ）大規模買付者による支配権取得の事実それ自体が、当社または当社グループ会社の重要な取

引先を喪失させる等、当社の企業価値を明らかに毀損するものである場合

 

④　株主意思の確認

　当社取締役会は、大規模買付ルールに基づく取締役会評価期間満了後、大規模買付行為に対する

対抗措置を発動するか否かの決定を行うにあたり、企業価値検討委員会から株主の皆様のご意見を

反映すべき旨の助言を受けた場合、または株主総会の開催に要する時間等を勘案した上で、善管注

意義務に照らし、株主意思を確認することが適切と判断する場合には、株主総会（以下、「株主意

思確認総会」という。）招集の決議を行い、当社株主意思確認総会を開催する場合があります。た

だし、当社取締役会が当該買収提案につき、当社の企業価値及び株主の皆様の共同利益の最大化に

資すると判断した場合は、この限りではありません。

 

⑤　株主・投資家に与える影響等

　大規模買付ルールは、当社の経営に影響力を持ち得る規模の当社株式の買付行為について当社株

主の皆様の利益を保護するという観点から、株主に、このような買付行為を受け入れるかどうかの

判断のために必要な情報や、現に経営を担っている当社取締役会の評価意見を提供し、更には、代

替案の提示を受ける機会を保証することを目的とするものであります。

　従いまして、今後、大規模買付者が現れた場合や当社株主の皆様及び投資家の方々に影響を与え

る防衛策を発動することを決定した場合等には、その詳細について速やかに公表することとし、適

用法令及び証券取引所規則に基づき適時且つ適切な開示を行います。

　なお、対抗措置の発動に伴う当社株主の皆様に係わる手続きについては、以下のとおりとなりま

すのでご留意願います。株主割当による新株予約権の発行または行使につきましては、新株予約権

または新株取得をするために所定の期間内に一定の手続きをしていただく必要があります。かかる

手続きの詳細につきましては、実際に新株予約権を発行することになった際に、法令に基づき別途

お知らせします。ただし、名義書換未了の当社株主の皆様に関しましては、新株予約権を取得する

ためには、別途当社取締役会が決定し公告する新株予約権の割当日までに、名義書換を完了してい

ただく必要があります。

　なお、この新株予約権を取得した株主の皆様においてもその権利を行使しなかった場合は、他の

株主の皆様が極めて安価に当社株式の発行を受けることにより、結果的に希釈化の不利益を受ける

ことがあります。
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⑥　本プランの見直し等

　本プランは、平成26年６月24日に開催された当社取締役会において全取締役の賛成により決定さ

れたものであり、社外監査役３名を含む当社監査役の全員が出席し、いずれの監査役も、本プラン

の具体的運用が適正になされることを条件として、賛成する旨の意見表明がありました。

　本プランについては、毎年定時株主総会後、最初に開催される当社取締役会において、継続の可

否について検討することとし、また当社取締役会は、企業価値・株主価値向上の観点から、会社法

その他企業防衛に係わる法改正、司法判断の動向や分析等を踏まえ、今後必要に応じて本プランを

変更もしくは廃止し、または新たな対応策等を導入することがあります。

　なお、本プランの有効期限は、特段の事情がない限り、平成27年６月に開催される定時株主総会

終結後に開催される取締役会の終了時までといたします。

 

⑦　本プランの合理性

（イ）買収防衛策に関する指針に定める要件の充足

　本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益

の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」に定められた３原則、すなわち①企業価値・株

主共同の利益の確保・向上の原則、②事前開示・株主意思の原則、③必要性・相当性確保の原則を

すべて充足しております。

　また、企業価値研究会が平成20年６月30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛

策の在り方」にも準拠しております。

 

（ロ）企業価値・株主共同の利益の確保または向上

　本プランは、基本方針に基づき、当社株式に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応じる

べきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が株主の皆様に代替案を提示するために

必要な情報や時間を確保し、株主の皆様のために大規模買付者等と交渉を行うこと等を可能にする

ことにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保または向上させるという目的で導入・更新さ

れるものであり、大規模買付行為を一概に否定するものではありません。

 

（ハ）株主意思の尊重

　本プランは、上記「④　株主意思の確認」に記載のとおり、当社取締役会は本プランの発動の是

非について株主意思確認総会において株主の皆様の意思を確認することができるものとしており、

本プランの実施においては株主の皆様のご意向が反映されることとなっております。

 

（ニ）合理的且つ客観的な発動要件

　本プランは、上記「③　大規模買付行為への対応策」に記載のとおり、合理的・客観的要件を充

足することを発動要件としており、当社取締役会による恣意的な発動を防止する仕組みを確保して

おります。

 

（ホ）独立性の高い社外者の判断重視

　上記「②　大規模買付ルールの概要（ホ）企業価値検討委員会」に記載のとおり、本プランにお

いては社外監査役等から構成される企業価値検討委員会が大規模買付行為の是非を判断し、当社取

締役会は同委員会の助言を最大限尊重した上で対抗措置発動の是非を決議しなければならない定め

となっております。

　企業価値検討委員会により当社取締役会が恣意的に本プランの発動等の運用を行うことのないよ

う厳しく監視されており、当社の企業価値・株主共同の利益の確保または向上に適うよう、本プラ

ンの透明な運営の仕組みが確保されております。
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（ヘ）第三者専門家の意見の取得

　上記「②　大規模買付ルールの概要（ホ）企業価値検討委員会」に記載のとおり、本プランにお

いては企業価値検討委員会は必要に応じて自らの判断で独立した第三者（ファイナンシャル・アド

バイザー、公認会計士、弁護士、税理士、コンサルタント、その他の専門家）の助言を得ることが

可能となっております。これにより企業価値検討委員会の判断の公正性・客観性が担保される仕組

みとなっております。

 

（ト）デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではないこと

　上記「⑥　本プランの見直し等」に記載のとおり、本プランは有効期間満了前であっても取締役

会決議により廃止が可能です。故に、当社株式を大量に買い付けた者が株主総会において取締役を

選任し、当該取締役を構成員とする取締役会において本プランを廃止することが可能です。以上の

理由から、本プランはいわゆるデッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させ

てもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。

　また、当社は期差任期制を採用していないため、本プランはスローハンド型買収防衛策（取締役

会の構成員の交替を一度に行うことができないため、その発動を防止するのに時間を要する買収防

衛策）ではありません。
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４ 【事業等のリスク】

　当社グループの事業に関してのリスク要因及び投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項は以下のようなものがあります。

　なお、本文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したも

のであります。

 

（１）　経営環境について

　当社グループは多品種の食品を取り扱っており、同業他社のみならず異業種との競争が益々激し

くなっております。そのような環境の中、冷夏、暖冬等の天候不順、ＢＳＥや鳥インフルエンザ、

残留農薬等の食品の安全性・信頼性を揺るがす問題等により、売上高の減少に繋がり業績に影響を

与える可能性があります。

　また、当社グループにおける製品の販売先の大半が日本国内であることから、国内景気の悪化及

び市場規模の縮小、主要販売先における販売の不振や商品政策の変更等による需要の後退、地震等

の自然災害、火災等の人的災害の発生による生産能力の低下等により、業績に影響を与える可能性

があります。

 

（２）　原材料等購入価格の変動について

　当社グループの主要な原材料は食用油（大豆、菜種等）・卵・野菜であり、購入価格は内外の商

品市場価格及び外国為替相場に大きく影響されます。市場価格の変動リスクのヘッジとしまして海

外調達も含め産地分散、及び通年価格契約の実施等を行っておりますが、市場価格の変動が経営成

績に影響を与える可能性があります。

　また、原油価格が高騰した場合には、物流コストや包材価格が上昇する可能性があります。これ

らの影響を販売価格に転嫁できなかった場合、当社グループの業績に影響を与える可能性がありま

す。

 

（３）　物流の外部委託について

　当社グループの物流は、外部の専門企業に全面委託しております。委託先企業はそれぞれの条件

に応じて複数存在しますが、その取引条件の変更や事故あるいは災害によるトラブル発生の場合、

当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

 

（４）　財政状態について

　当社グループは、有利子負債の圧縮等による財務体質の改善を進めております。今後も財務体質

の改善に努めるとともに、金利変動リスクを回避するために固定レートによる長期の借入割合を高

めてまいります。ただし、金融情勢に大幅な変動が生じた場合は当社グループの経営成績及び財政

状態に影響する可能性があります。

 

（５）　労務について

　当社グループは、正社員に加えてパートナー社員、アルバイト等も受注業務及び生産業務等に従

事しており、勤務者の就業等に関する法律の改正等が行われた場合には費用が変動する可能性があ

り、業績に影響を与える可能性があります。
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（６）　品質管理及び法的規制について

　当社グループの取り扱う商品・サービスは食品衛生法、ＪＡＳ法、健康増進法等による定めがあ

り、生産・販売・表示につき関係法令の遵守体制の充実に努めております。

　また、消費者の食品に対する安全性への関心が高まる中、当社グループは品質管理の取り組みと

して、「ISO9001」（品質マネジメントシステム）の取得、トレーサビリティの導入等を行って品質

管理には万全の体制をとっておりますが、万が一品質問題が発生した場合には、当社グループの業

績に影響を与える可能性があります。

 

（７）　固定資産の減損について

　当社グループは、土地、建物、機械装置等の様々な資産を所有しております。資産の新規取得に

あたりましては、各関連部署が連携し投資効果、回収可能性を徹底的に検証・検討しており、職務

権限規程に基づき決裁を受けております。また、継続して有効性の確認を行い、固定資産の保全と

有効活用に努めております。

　しかしながら、外部環境の急激な変化に伴い時価の下落や収益性の低下等により投資額の回収が

見込めなくなった場合、減損損失を計上する可能性があり業績及び財政状態に影響を与える可能性

があります。

 

（８）　情報システムについて

　当社グループは、基幹系システムにより管理している生産・販売・物流・会計等の重要な情報の

紛失や改ざん等を防止するため、情報管理体制の徹底やシステム障害等に対する保守・保全等のセ

キリティ対策を講じております。

　しかしながら、地震等の自然災害をはじめ、予測の範囲を超える事象によりシステム障害等が発

生した場合、業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

　当連結会計年度において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

６ 【研究開発活動】

　当社グループでは、経営理念として「心身（こころ・からだ・いのち）と環境」を掲げ、食品

メーカーとして「心を豊かにする食品づくり」「身体にやさしい食品づくり」を進めることとして

おり、商品開発の方向性としては従来の安全・安心でよりおいしい商品の開発だけでなく「心を豊

かにする食品づくり」「身体にやさしい食品づくり」というビジョンを具体化した商品の開発に取

り組んでおります。

　調味料・加工食品事業には、約60名の開発人員がおり、マヨネーズ・ドレッシング類、調理加工

食品、タマゴ加工品等の各カテゴリー別の商品開発部隊、及び、当社商品を使用したメニューの開

発を行う部隊が中心となっております。

　また、これらは製法開発、健康訴求商品の開発にも対応する組織となっており、お客様のニーズ

に対応できるだけでなく、より効率の良い商品開発体制の確立と高付加価値商品の開発及び技術レ

ベルの向上に努めてまいります。

　更に、工場においてゼロエミッションを目指し、原料調達から製品販売に至るまでに発生する廃

棄物の削減とリサイクルに努めております。

　以上の結果、当連結会計年度の研究開発費は456百万円であり、調味料・加工食品事業に係るもの

であります。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり

ます。

 

（１）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計基準に基

づいて作成されております。

　当社グループの連結財務諸表の作成にあたっては、決算日における資産・負債の報告金額および

報告期間における収益・費用の報告金額に影響する見積り、判断および仮定を必要としておりま

す。過去の実績や状況を踏まえ合理的と考えられる様々な要因に基づき、継続的に見積り、判断お

よび仮定を行っておりますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積り

と異なる場合があります。

　当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５　経理の状況」に記載してお

りますが、次の重要な会計方針が連結財務諸表作成における重要な判断と見積りに大きな影響を及

ぼすと考えております。

①　貸倒引当金の計上基準

　当社グループは、債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については過年度実績率を基礎とした

将来の貸倒予測率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。将来、顧客の財政状態が悪化し支払能力が低下した場合には、引

当金の追加計上または貸倒損失が発生する可能性があります。

②　投資有価証券の減損処理

　当社グループでは投資有価証券を保有しており、評価方法は時価のある有価証券については時価

法を、時価のない有価証券については原価法を採用しております。保有する有価証券につき、時価

のあるものは株式市場の価格変動リスクを負っていること、時価のないものは投資先の業績状況等

が悪化する可能性があること等から、合理的な基準に基づいて投資有価証券の減損処理を行ってお

ります。

　当社グループでは投資有価証券について必要な減損処理をこれまでに行ってきておりますが、こ

の基準に伴い、将来の市況悪化または投資先の業績不振等により、現状の簿価に反映されていない

損失または簿価の回収不能が発生し、減損処理が必要となる可能性があります。

③　繰延税金資産の回収可能性の評価

　当社グループは、繰延税金資産について将来の課税所得を合理的に見積り、回収可能性を十分に

検討し、回収可能見込額を計上しております。しかし、繰延税金資産の回収可能見込額に変動が生

じた場合には、繰延税金資産の取崩しまたは追加計上により利益が変動する可能性があります。

 

（２）財政状態の分析

（資産）

　流動資産は、18,095百万円となり前連結会計年度末に比べ、307百万円、1.7％減少しました。

（なお、現金及び預金の詳しい内容につきましては連結キャッシュ・フロー計算書をご参照くださ

い。）

　固定資産は、21,590百万円となり前連結会計年度末に比べ、5,995百万円、38.4％増加しまし

た。これは、主として新工場建設によるものであります。この結果、総資産は39,686百万円となり

前連結会計年度末に比べ、5,687百万円、16.7％増加しました。

 

 

EDINET提出書類

ケンコーマヨネーズ株式会社(E00493)

有価証券報告書

 27/110



（負債）

　流動負債は、14,860百万円となり前連結会計年度末に比べ、611百万円、4.3％増加しました。

これは、主として未払金等の増加によるものであります。

　固定負債は、9,015百万円となり前連結会計年度末に比べ、4,067百万円、82.2％増加しまし

た。これは、主として長期借入金及び長期未払金等の増加によるものであります。この結果、負

債合計は23,876百万円となり前連結会計年度末に比べ4,678百万円、24.4％増加しました。

 

（純資産）

　純資産合計は、15,810百万円となり前連結会計年度末に比べ、1,009百万円、6.8％増加しまし

た。これは、主として利益剰余金の増加によるものであります。また、自己資本比率は前期に比

べ3.7ポイント低下し39.8％となりました。

 

（３）経営成績の分析

　当連結会計年度における経営成績の状況については、「１業績等の概要(1）業績」に記載のと

おりであります。

 

（４）キャッシュ・フローの分析

　当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況については、「１業績等の概要(2）キャッ

シュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

 

（５）経営者の問題意識と今後の方針について

　昨今の食品業界においては、消費者の景気回復期待の高まりを背景に従来の低価格路線から軌

道修正の動きが見られます。消費者のニーズは価格だけではなく、魅力的なメニュー作りなど、

付加価値のあるものを求めているものと捉えております。

　このような環境下、さまざまな商材を取り揃えてメニューを提案する当社の事業は、引き続き

拡大の余地があるものと考えており、お客様の業態ごとに細分化した分野別チームをつくり、深

耕した対策の立案と実践を行うことで、更なる事業拡大に向けて取り組んでまいります。

　しかしながら、電力等のエネルギーコストは値上がりしており、また円高の修正や原料相場が

高値で推移するなど厳しい外部環境の中、当社グループにおきましては、新しい指針である『中

期経営計画Ⅳ（フォース）2012－2014』において「サラダ料理」という新しいサラダの領域の確

立、「市場演出型企業」としての存在感アップ、グローバル企業への成長を目指すことを柱とし

ております。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

　当連結会計年度の設備投資の総額は、6,424百万円となっております。

　主なものとしましては、新工場（静岡県富士市）の建設等によるものです。

 

（１）主な投資の内容は、下記のとおりであります。

資産の種類 金額（百万円） セグメントの名称 内容

建物及び構築物 231 総菜関連事業等 ライラックフーズ㈱　増築

機械装置及び運搬具

176 総菜関連事業等 ライラックフーズ㈱　カット野菜設備

92 総菜関連事業等 ㈱関東ダイエットクック　サラダ製造設備

83 総菜関連事業等 ㈱九州ダイエットクック　茹で卵設備

 650 調味料・加工食品事業 西日本工場　サラダ製造設備

建設仮勘定 4,530 調味料・加工食品事業 静岡富士山工場　タマゴ設備

 

（２）なお、生産能力に重要な影響を及ぼすような固定資産の売却、除却等はありません。
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２ 【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

（１）提出会社

平成26年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
（面積㎡）

リース資産 その他 合計

東京本社

（東京都杉並区）

販売拠点16支店

調味料・加工

食品事業

その他の設

備
65 5 － － 92 163

401

(147)

厚木工場

（神奈川県厚木市）

調味料・加工

食品事業
生産設備 521 341

1,020

(9,212)
－ 49 1,934

41

(221)

山梨工場

（山梨県西八代郡市川

三郷町）

調味料・加工

食品事業
生産設備 206 57

970

(56,652)
－ 7 1,243

11

(27)

神戸工場

（兵庫県神戸市灘区）

調味料・加工

食品事業
生産設備 26 45

40

(942)
－ 7 120

11

(33)

西神戸工場

（兵庫県神戸市西区）

調味料・加工

食品事業
生産設備 877 559

762

(15,856)
2 23 2,224

42

(186)

御殿場工場

（静岡県御殿場市）

調味料・加工

食品事業
生産設備 93 122 － － 2 218

12

(78)

西日本工場

（京都府舞鶴市）

調味料・加工

食品事業
生産設備 1,075 1,557

575

(59,840)
－ 16 3,225

24

(145)

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具備品及びソフトウェアであり、建設仮勘定の金額を含んでおり

　　　　　ません。

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

 

（２）国内子会社

平成26年３月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
（面積㎡）

その他 合計

㈱ダイエットクック白老
北海道

白老郡白老町

総菜関連事

業等
生産設備 343 73

149

(38,401)
1 567

25

(116)

ライラック・フーズ㈱
北海道

白老郡白老町

総菜関連事

業等
生産設備 260 202 － 2 464

19

(75)

㈱関東ダイエットエッグ 埼玉県新座市
総菜関連事

業等
生産設備 318 92

21

(1,510)
3 436

56

(286)

㈱関東ダイエットクック
埼玉県

入間郡三芳町

総菜関連事

業等
生産設備 234 109 － 13 358

66

(180)

㈱関西ダイエットクック 京都府綾部市
総菜関連事

業等
生産設備 37 26 － 2 66

33

(95)

㈱ダイエットクックサプ

ライ
広島県福山市

総菜関連事

業等
生産設備 144 43

25

(1,239)
2 215

24

(123)

㈱九州ダイエットクック 佐賀県佐賀市
総菜関連事

業等
生産設備 270 183

53

(13,438)
3 511

33

(87)

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具備品及びソフトウェアであり、建設仮勘定の金額を含んでおり

　　　　　ません。

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員数の年間平均雇用人員であります。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

（１）重要な設備の新設等

　重要な設備の新設の計画は次のとおりであります。

会社名
事業所名
（所在地）

セグメントの名称 設備の内容
投資予定額（百万円）

資金調達
方法

着手年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力

総額 既支払額

提出会社
静岡富士山工場

（静岡県富士市）

調味料・加工食品

事業
生産設備 4,500 3,778 借入金 平成25年６月 平成26年４月

タマゴ加工

食品の年間

6,000ｔ増加

を計画して

おります。

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

（２）重要な設備の除却等

　経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①　【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 33,500,000

計 33,500,000

 

②　【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成26年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年６月24日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 14,211,000 14,211,000
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数　100株

計 14,211,000 14,211,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成23年３月23日（注）１ 1,050,000 13,961,000 283 2,113 283 2,380

平成23年３月30日（注）２ 250,000 14,211,000 67 2,180 67 2,448

（注）１．一般募集：　　　発行株数　1,050千株　発行価格　540円　資本組入額　270円

　　　２．有償第三者割当：発行株数　250千株　発行価格　540円　資本組入額　270円

割当先　三菱東京ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社
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（６）【所有者別状況】

平成26年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状
況（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数（人） － 28 16 76 60 8 9,967 10,155 －

所有株式数

（単元）
－ 45,691 228 44,832 5,104 8 46,228 142,091 1.900

所有株式数の割合

（％）
－ 32.15 0.16 31.55 3.59 0.01 32.54 100.00 －

（注）　自己株式は、「単元未満株式の状況」に91株含まれております。

 

（７）【大株主の状況】

  平成26年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

株式会社ティーアンドエー 東京都渋谷区渋谷一丁目４番13号 1,257 8.85

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 757 5.33

第一生命保険株式会社（常任代理

人：資産管理サービス信託銀行株式

会社）

東京都千代田区有楽町一丁目13番１号

（中央区晴海一丁目８番12号）
757 5.33

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 559 3.93

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 559 3.93

キッコーマン株式会社 千葉県野田市野田250番地 491 3.46

ケンコーマヨネーズ従業員持株会 東京都杉並区高井戸東三丁目８番13号 481 3.39

財団法人旗影会 東京都渋谷区渋谷一丁目４番13号 450 3.17

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山二丁目５番１号 448 3.15

東洋製罐グループホールディングス

株式会社
東京都品川区東五反田二丁目18番１号 312 2.20

計 － 6,072 42.73
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（８）【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成26年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　　　　　－
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　　14,209,100 142,091 単元株式数　100株

単元未満株式 普通株式　　 　　　1,900 － 一単元（100株）未満株式

発行済株式総数 14,211,000 － －

総株主の議決権 － 142,091 －

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式91株が含まれております。

 

②　【自己株式等】

平成26年３月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）      

ケンコーマヨネーズ株

式会社

東京都杉並区高井戸東

３丁目８番13号
－ － － －

計 － － － － －

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　　該当事項はありません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 91 － 91 －

（注）　当期間における取得自己株式には、平成26年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

　当社グループは、企業価値の向上を目指すとともに、株主の皆様に安定した利益還元を維持継続

し、配当性向を向上させることを経営の重要課題としております。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当金については株主総会、中間配当金については取

締役会であります。

　当事業年度の配当金につきましては、上記方針に基づき当期は１株当たり21円（うち中間配当金

10円）を実施することを決定しました。

　内部留保金につきましては、安定した利益配分の財源として、また『中期経営計画Ⅳ（フォー

ス）2012－2014』において計画しております生産設備投資・情報基盤の整備等へ重点的に活用し、

今後の成長に向けて事業基盤強化を進めてまいります。この積極的な投資により、事業規模の拡大

及び収益力向上という成長戦略を実現し、また「積極投資と財務の健全性維持との両立を目指す」

という財務目標を達成させ、株主の皆様への一層の利益還元を目指してまいります。

　当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができ

る。」旨を定款に定めております。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成25年11月８日　取締役会 142 10.00

平成26年６月24日　定時株主総会 156 11.00

 

４ 【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

最高（円） 610
777

*638

*659

**638
932 950

最低（円） 331
532

*546

*473

**625
551 785

（注）１．最高・最低株価は、平成22年３月31日以前はジャスダック証券取引所におけるものであり、平成22年４月１

日から平成22年10月11日までは大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）におけるものであり、平成22年10月12

日から平成23年３月23日までは大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであり、平成23

年３月24日から平成24年３月29日までは東京証券取引所市場第二部におけるものであり、平成24年３月30日

以降は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

２．*印は、東京証券取引所市場第二部における最高・最低株価を示しております。

３．**印は、東京証券取引所市場第一部における最高・最低株価を示しております。当社株式は平成24年３月30

日付で東京証券取引所市場第一部銘柄に指定されました。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別
平成25年
10月

平成25年
11月

平成25年
12月

平成26年
１月

平成26年
２月

平成26年
３月

最高（円） 900 902 903 950 926 926

最低（円） 880 879 860 890 870 885

（注）　最高、最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものです。
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５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
(千株)

取締役社長 代表取締役 炭井　孝志 昭和28年８月７日生

昭和53年６月 当社入社

（注）２ 108平成11年６月 当社取締役

平成12年６月 当社代表取締役社長（現任）

専務取締役
社長補佐

中国事業担当
前田　広司 昭和29年12月６日生

昭和58年２月 当社入社

（注）２ 48
平成15年６月 当社取締役

平成19年６月 当社常務取締役

平成23年６月 当社専務取締役（現任）

専務取締役 販売部門長 松葉　隆之 昭和36年７月６日生

昭和59年４月 当社入社

（注）２ 34
平成21年６月 当社取締役

平成23年６月 当社常務取締役

平成25年６月 当社専務取締役就任（現任）

常務取締役

販売部門部門長代行

ユーザー販売本部長

関連事業部門・サラ

ダカフェ部門　管掌

木佐貫　富博 昭和37年９月15日生

昭和60年４月 当社入社

（注）２ 10
平成20年４月 当社執行役員

平成23年６月 当社取締役

平成25年６月 当社常務取締役就任（現任）

常務取締役 生産部門長 牧　立也 昭和37年１月21日生

昭和59年４月 当社入社

（注）２ 10
平成21年４月 当社執行役員

平成23年６月 当社取締役

平成25年６月 当社常務取締役就任（現任）

常務取締役

財務経理本部長

品質保証本部・情報

システム本部　管掌

村田　隆 昭和36年８月28日生

平成２年２月 当社入社

（注）２ 14
平成20年４月 当社執行役員

平成23年６月 当社取締役

平成25年６月 当社常務取締役就任（現任）

取締役 商品開発部門長 島本　国一 昭和40年12月16日生

昭和63年４月 当社入社

（注）２ 12
平成23年４月 当社執行役員

平成23年６月 当社取締役商品開発部門部門長

（現任）

取締役 総務本部長 筑紫　武人 昭和31年10月９日生

昭和54年３月 当社入社

（注）２ 12
平成19年４月 当社総務本部本部長

平成23年４月 当社執行役員

平成25年６月 当社取締役就任（現任）

取締役
業務本部長

販売戦略本部長
白石　尚之 昭和29年２月12日生

平成14年５月 当社入社

（注）２ 6

平成21年４月 当社販売本部販売経営企画統括本

部本部長

平成25年４月 当社販売部門販売戦略本部副本部

長

平成25年６月 当社取締役就任（現任）

取締役
国際事業部門長

購買本部長
塩谷　正樹 昭和41年12月６日生

平成元年４月 当社入社

（注）２ 4

平成19年４月 当社購買本部購買１部部長

平成22年４月 当社国際事業推進本部副本部長

平成25年４月 当社国際事業部門国際事業本部本

部長・購買本部副本部長

平成25年６月 当社取締役就任（現任）

常勤監査役  松生　達 昭和25年８月４日生

昭和52年３月 当社入社

（注）３ 17
平成15年６月 当社取締役

平成19年６月 当社取締役退任

平成24年６月 当社常勤監査役（現任）

常勤監査役  原田　龍彦 昭和27年５月14日生

昭和51年３月 当社入社

（注）３ 21平成21年10月 当社社長室企画推進室部長

平成24年６月 当社常勤監査役（現任）

監査役  山﨑　和義 昭和24年７月19日生

昭和58年４月 弁護士開業

（注）３ 17昭和62年４月 山﨑法律事務所開設（現任）

平成16年６月 当社監査役（現任）

監査役  山下　彰俊 昭和38年５月17日生

平成12年10月 日本弁護士連合会弁護士登録

（注）３ 0

平成12年10月 山崎法律事務所入所

平成21年３月 渋谷区選挙管理委員就任（現任）

平成22年１月 当社監査役（現任）

平成22年３月 山下法律事務所開設（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
(千株)

監査役  中川　基夫 昭和20年９月29日生

昭和44年４月 株式会社日本興業銀行入行

（注）３ 1
平成11年６月 昭和産業株式会社執行役員

平成17年６月 昭産商事株式会社代表取締役社長

平成24年６月 当社監査役（現任）

計 318

（注）１．山﨑和義、山下彰俊、中川基夫の各氏は、「社外監査役」であります。

２．取締役の任期は、平成25年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

３．監査役の任期は、平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

４．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査

役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

田原　常之 昭和22年８月25日生

昭和43年４月　金沢国税局入局

平成18年７月　本郷税務署署長

平成19年８月　税理士登録

平成19年８月　田原常之税理士事務所開設（現任）

（注） －

（注）　補欠監査役の任期は、就任した時から１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の

終結の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　コーポレート・ガバナンスに対する基本的な考え方

　当社グループは、企業としての社会的責任を果たし信頼される企業であり続けるために、法

令遵守はもとより経営監視機能の整備、強化に取り組み続けていくことがコーポレート・ガバ

ナンスの基本と考えております。

　そして、ガバナンス体制のより一層の確立、徹底を図り、適時適切な情報開示による企業活

動の透明性を高めることで、より開かれた企業になることを目指しております。

②　コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況（平成26年６月24日現在）

（イ）経営管理体制及び監査役の状況

　当社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理体制は、取締役会、監査役会、経

営会議を軸として構成しております。

　当社は監査役設置会社であります。社外監査役を含む５名（常勤監査役２名、社外監査役

３名）で監査役会を構成しております。

 

 

（ロ）会社の機関の内容

＜取締役会＞

　経営の方針、決算承認等の重要事項を決定する機関として毎月１回以上定例取締役会を開

催し、また、必要に応じて臨時取締役会を随時開催しております。取締役会には監査役も出

席し、経営上の重要事項の決定に至るまでの経緯他を監視、監督しております。
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＜経営会議＞

　常勤取締役で構成される経営会議を毎週１回の開催に加え必要に応じて随時開催し、取締

役会で決定された経営方針に基づいて行われる業務に関する重要事項を協議・決定し、業務

執行状況の報告を受けて業務執行の監督をしております。常勤監査役のうち１名は、経営会

議に出席し、必要があると認めるときは意見を述べることとしております。詳細な状況報告

が必要な局面においては、取締役以外の本部責任者からの報告を受け、幅広い意見交換を図

り、この結果を受け機能別組織での迅速な業務遂行に繋げております。

 

＜監査役会＞

　監査役５名（常勤監査役２名、社外監査役３名）で構成されており、監査役会規程、法

令、定款に基づき、監査方針、監査意見を形成する機関として毎月１回開催しております。

また、監査室との緊密な連携のもと、定期的かつ随時必要な監査を実施しております。

 

＜監査役＞

　監査役は、取締役会及び経営会議等に出席して意見を述べるほか、取締役の業務執行の妥

当性、効率性などを幅広く検証するなどの経営監視を実施しております。

 

＜会計監査人＞

　当社は会計監査人として、有限責任 あずさ監査法人と監査契約を結んでおり、年間を通

じて会計監査を受けております。また、通常の会計監査の一環として、会計上の問題につい

て適宜助言を受けております。当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、斎藤昇、宮下

卓士の２名であり、同監査法人に所属しております。なお、会計監査業務に係る補助者の構

成は、公認会計士６名、その他５名であります。なお、有限責任 あずさ監査法人及びその

業務執行社員と当社との間には、特別の利害関係はありません。

 

＜顧問弁護士・税理士等の専門家＞

　顧問弁護士には、法的な判断を要する案件について助言・指導を求めております。顧問税

理士には、税務上の重要な案件につき助言・指導を求めているほか、税務申告の指導を受け

ております。

 

＜ＣＳＲ委員会＞

　ＣＳＲ委員会は、当社グループにおける社会貢献活動の計画立案と実施及び進捗確認等を

行う機関として設置しております。委員会は毎月１回開催し、管理・生産・販売等７部署か

ら選ばれたメンバーで構成されております。

 

＜リスク管理委員会＞

　リスク管理委員会は、当社グループとして考えられるリスク及びクライシスリスクをリス

トアップし、グループ全体を管理、統括する機関として設置しております。リスク管理委員

会は、リスク情報の収集・分析・評価、リスク管理体制の構築・維持管理、重大クライシス

リスク対策状況の把握及び社長への報告等を行っております。リスク管理委員会は、２か月

に１回開催しておりますが、必要に応じて臨時に開催いたします。
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＜コンプライアンス委員会＞

　コンプライアンス委員会は、取締役会の諮問機関として、当社のコンプライアンスに関す

る業務を行います。委員会は３か月に１回以上開催し、臨時委員会は必要に応じて開催する

ものとします。委員会の委員は、良心に従い、独立してコンプライアンスに関する一切の判

断を行い、法令、定款及び当社の定める規則にのみ拘束されます。委員の任期は、就任後１

年以内の最初の決算期日までとしております。

 

＜倫理委員会＞

　倫理委員会は、当社グループ内における不正又は不祥事への速やかな対応及び再発防止の

ために、常設の機関として設置しております。倫理委員会は、当社グループの内部通報に係

る一元的相談窓口としての役割を担っております。

 

＜内部統制評価委員会＞

　内部統制評価委員会は、経営者の行う内部統制を補助する役割を担います。内部統制評価

委員会は、内部統制の整備及び運用状況、並びに内部統制の有効性評価結果を代表取締役社

長、取締役及び監査室へ適時報告し、指示及び助言を受け、プロセスオーナーに対し、改善

指導を行います。

 

（ハ）内部統制システムの整備状況

　当社は、「職務権限規程」を始めとした各種規程類により、業務分掌、職務権限、決裁

事項、決裁書、決裁権限等の範囲を明らかにするとともに、業務の効率的運営及び責任体

制の確立を図っております。

（ⅰ）会社法第362条第５項に基づき、代表取締役により具体的に実行されるべき当社の内

部統制システムの構築において、代表取締役が遵守すべき基本方針を明らかにするとと

もに、会社法施行規則第100条の定める同システムの体制整備に必要とされる各条項に

関する大綱を定めております。

　本大綱に基づく内部統制システムの構築は、可及的速やかに実行すべきものとし、か

つ、内部統制システムについての不断の見直しによってその改善を図り、それによっ

て、効率的で適法な企業体制を作ることを目的としております。

（ⅱ）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る情報・文書の取扱いは、「取締役会規程」、「文書管理規

程」その他関連規程に従い、適切に保存及び管理（廃棄含む）の運用を実施し、必要に

応じて運用状況の検証、各規程等の見直しを行います。

（ⅲ）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、会社経営を取り巻く各種リスクの管理を主管する機関としてリスク管理委員

会を設置しております。リスク管理委員会はリスク管理に係る規程の整備、運用状況の

確認を行います。

（ⅳ）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ａ　様々な経営課題に対しスピーディーに意思決定するために常勤取締役以上で構成され

る「経営会議」を決議機関として設置し、原則毎週１回開催しております。

ｂ　日常の職務遂行に際しては、「業務分掌規程」、「職務権限規程」等に基づき権限の

委譲が行われ、各レベルの責任者が意思決定ルールに則り業務を遂行いたします。
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（ⅴ）取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

ａ　当社は、「グループ憲章」を発行し、当社グループの全従業員・全役員に携帯させる

とともに、ステークホルダーの立場の尊重を内容に含む企業行動憲章・行動規範を理

解・浸透させております。

ｂ　当社は、社内の問題・不祥事の未然防止を主管する機関として倫理委員会を設置して

おります。倫理委員会は「倫理委員会規程」に基づき、各種相談・内部通報の窓口とし

ての役割、及びその連絡方法を全従業員に周知徹底させるとともに、モラル向上の啓蒙

活動を実施しております。

ｃ　倫理委員会への通報内容がコンプライアンスに関連する事項である場合、倫理委員会

は通報者のプライバシーを確保した上でコンプライアンス委員会の開催を決定します。

コンプライアンス委員会は「コンプライアンス委員会規程」に基づき、問題の速やかな

解決を図るとともに、再発防止の対策を講じます。

（ⅵ）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

ａ　当社関連事業本部は、本部に所属する各子会社の社長により構成される連結子会社社

長会を定期的に開催し、各子会社の業務及びリスクを管理するものとしております。同

本部は、各子会社の業務内容に問題を発見した場合、速やかに取締役会に報告するもの

としております。

ｂ　当社は、当社及び各子会社の内部監査を主管する機関として監査室を設置しておりま

す。監査室は、各子会社等に損失の危険が発生したことを把握した場合、当該危険の内

容及び想定される影響等について、速やかに取締役会に報告いたします。

（ⅶ）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する

体制

ａ　経営会議には常勤監査役が出席し、必要に応じて意見を述べられることとしておりま

す。

ｂ　倫理委員会には、監査役１名以上を招集するものとします。監査役が出席できない場

合、倫理委員会は監査役に対し速やかに倫理委員会議事録を通知いたします。

ｃ　コンプライアンス委員会には、監査役１名以上を招集するものとします。監査役が出

席できない場合、コンプライアンス委員会は監査役に対し速やかにコンプライアンス委

員会議事録を通知いたします。

（ⅷ）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

ａ　各監査役は、「監査役会規程」により定める監査方針・相互の職務分掌等に基づき、

実効的な監査を実施するものとします。

ｂ　監査室は、「内部監査規程」に基づき行う各種監査の結果を監査役に報告し、また監

査役との意見交換を通じて監査役の監査の実効性確保に協力いたします。

　　当社の内部統制システムといたしましては、取締役会、監査役会、経営会議を軸とし

た相互の連携及び牽制によりコンプライアンスを始めリスク情報の共有とコーポレー

ト・ガバナンスの充実を図る体制となっており、必要に応じ各機関において審議を行っ

ております。
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　また、当社は、当社代表取締役の直轄部門として内部統制室（４名）及び内部監査を行

う監査室（２名）を設置しており、法令・規程への準拠性や社会的責任を重視する観点か

ら、業務の適法な遂行状況、リスク管理への対応などを含めた業務の妥当性等の監査を継

続的に行っております。

 

（ニ）リスク管理体制の整備の状況

　事業に関するリスクについては、そのリスクを適切に管理し内容により当社グループ会

社がそれぞれ主体的に対応し、重要な事項については、当社の経営会議、取締役会等へ報

告され、対応を協議しております。

 

（ホ）内部監査、監査役監査及び会計監査の状況

　当社は、当社代表取締役の直轄部門として監査室（２名）を設置して定期的かつ随時必

要な内部監査を実施しております。

　監査役と会計監査人は、監査実施状況、内部統制の評価等に関する意見交換等を目的と

して、定期連絡会を年１回、その他情報交換を適宜行っております。

 

（ヘ）役員報酬等

　提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の

員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬 賞与 退職慰労金

取締役 199 199 － － 13

監査役（社外監査役を除く） 16 16 － － 2

社外監査役 11 11 － － 3

（注）１．取締役に対する報酬限度額は、年額300百万円であります。（平成18年６月29日開催　第49回定時株主総会

決議）

２．監査役に対する報酬限度額は、年額50百万円であります。（平成18年６月29日開催　第49回定時株主総会決

議）

３．提出会社の役員ごとの報酬等の総額

報酬等の総額が１億円以上である役員が存在しないため、記載を省略しております。

４．使用人兼務役員の使用人分給与のうち、重要なもの

総額（百万円） 対象となる役員の員数（名） 内容

38 4 使用人兼務取締役の使用人分給与相当額

５．上記基本報酬には、当事業年度に計上した役員退職慰労金引当金繰入額37百万円（取締役35百万円、監査役

２百万円）を含んでおります。

６．上記支給額のほか、平成25年６月27日開催の第56回定時株主総会決議に基づき、役員退職慰労金を退任３名

に対して２百万円支給しております。

７．役員報酬等の額の決定に関する方針

特別な方針は定めておりません。

８．当事業年度末時点における在籍人員

取締役10名、監査役５名であります。
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③　社外取締役及び社外監査役との関係

　当社は、社外取締役は選任しておりませんが、社外監査役を３名選任しております。

社外取締役に期待される外部視点からの取締役の業務執行に対する監視機能については、内部

監査及び内部統制の実施状況を踏まえ、社外監査役３名によって経営に対して客観的、中立的

な監視機能が十分に確保できると考えており、現状の体制を採用しております。

　社外監査役につきましては、人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係はありませ

ん。

　社外取締役または社外監査役を選任するための、会社からの独立性に関する基準及び方針は

ありません。

　社外監査役は、会社に対する善管注意義務を遵守し、経営陣や特定の利害関係者の利益に偏

らず、株主共同の利益に資するかどうかの視点から、客観的で公平公正な判断をなしうる人

格、識見、能力を有していると会社が判断していることに加え、東京証券取引所の基準に抵触

しないことから、当社監査役として独立性がある（一般株主と利益相反が生じる虞がない）と

判断しております。

　なお、取締役会及び監査役会への出席状況は以下のとおりであります。

区分 氏名
取締役会（12回開催） 監査役会（12回開催）

出席回数 出席率（％） 出席回数 出席率（％）

社外監査役 山﨑和義 8 67 8 67

社外監査役 山下彰俊 12 100 12 100

社外監査役 中川基夫 12 100 12 100

（注）　山﨑和義氏は、平成24年６月26日開催の当社第55回定時株主総会で監査役に選任されております。

山下彰俊氏は、平成24年６月26日開催の当社第55回定時株主総会で監査役に選任されております。

中川基夫氏は、平成24年６月26日開催の当社第55回定時株主総会で監査役に選任されております。

 

　山﨑和義氏、山下彰俊氏、中川基夫氏は、専門分野における見識と経験をもとに、取締役会

の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。また、監査役会

において、決議事項の審議・評決に加わり、必要に応じて報告や意見表明を行っております。

更に、当連結会計年度は、工場・支店及び連結子会社を対象とした業務監査を46箇所実施いた

しましたが、その検討の場においても、各々の専門的見地から積極的に助言・提言を行ってお

ります。

④　現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社では、社外監査役３名を含む監査役会と監査室との緊密な連携により実効力のある監査

を実施しており、またコンプライアンス委員会及び倫理委員会に監査役を招集し、監査役が出

席できない場合には速やかに議事録を通知する定めとなっております。

　社外取締役選定の可能性はありますが、現状の体制で経営監視機能は有効に働いているもの

と判断しております。

⑤　コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況

（イ）財務報告に係る内部統制の有効性を自ら評価し、その結果を「内部統制報告書」として

公表するために内部統制室が、業務の適法な遂行状況、リスク管理への対応などを含めた

業務の妥当性等の監査を継続的に行っております。

（ロ）様々な経営課題に対しスピーディに意思決定するために役付取締役以上で構成される

「経営会議」を決議機関として設置し、原則毎週１回開催しております。
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（ハ）法令遵守活動に向けた取組みの一環として、当社は「グループ憲章」を発行し、当社グ

ループの全従業員・全役員に携帯させるとともに、ステークホルダーの立場の尊重を内容

に含む企業行動憲章・行動規範を理解・浸透させております。

（ニ）個人情報を含む重要情報漏洩防止の対策措置として、情報の取扱方法の明文化、管理の

徹底及びルールの厳格化を行うとともに、ＩＣカードによる入退室管理、パソコンにセ

キュリティツールを導入するなど物理的対策を実施しております。

（ホ）会社経営を取り巻く各種リスクの管理を主管する機関としてリスク管理委員会を設置

し、リスク管理に係る規程の整備、運用状況の確認を行っております。

（ヘ）タイムリーな情報開示の一環として、ホームページへの業績関連情報の掲載を実施して

おります。また、ＩＲ活動においては、決算発表時に決算説明会を開催するなど積極的に

開示情報の充実に努めております。

⑥　親会社等に関する事項に関する基本方針

　当社は、親会社を有しておらず、該当事項はありません。

⑦　責任限定契約の内容の概要

　当社は定款において、社外監査役の会社法第423条第１項に定める責任について、法令が規

定する額を限度額として責任を限定する契約を締結することができる旨を定めておりますが、

現時点では、社外監査役との間で責任限定契約を締結しておりません。

⑧　取締役の定数

　当社の取締役は10名以内とする旨を定款に定めております。

⑨　取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また取締役

の選任決議は累積投票によらない旨も定款に定めております。

⑩　取締役会で決議できる株主総会決議事項

（イ）自己株式の取得

　当社は、事業環境の変化に対応した機動的な経営を遂行するため、会社法第165条第２

項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得することがで

きる旨を定款に定めております。

（ロ）取締役及び監査役の責任免除

　当社は、取締役及び監査役が職務遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるよ

う、会社法第426条第１項の規定に基づき、任務を怠ったことによる取締役及び監査役

（取締役及び監査役であった者を含む）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役

会の決議によって免除することができる旨を定款に定めております。

（ハ）中間配当

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、

取締役会の決議によって中間配当を支払うことができる旨を定款に定めております。
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⑪　株主総会の特別決議要件

　当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権

を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３

分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。

⑫　株式の保有状況

（イ）保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

（ⅰ）銘柄数：41

（ⅱ）貸借対照表計上額の合計額：1,155百万円

（ロ）保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照

表計上額及び保有目的

 

　（前事業年度）

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱フジオフードシステム 457 125 企業間取引の強化

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 179,340 100 金融取引先関係の強化

McDonald's Corporation 10,000 93 企業間取引の強化

キッコーマン㈱ 50,000 82 企業間取引の強化

日本マクドナルドホールディングス㈱ 32,304 82 企業間取引の強化

㈱カネカ 96,000 52 企業間取引の強化

㈱丸久 49,621 45 企業間取引の強化

㈱サトー商会 44,376 40 企業間取引の強化

㈱三井住友フィナンシャルグループ 10,753 40 金融取引先関係の強化

㈱みずほフィナンシャルグループ 177,800 35 金融取引先関係の強化

東日本旅客鉄道㈱ 4,000 30 企業間取引の強化

㈱ハークスレイ 31,200 23 企業間取引の強化

㈱キユーソー流通システム 22,100 21 企業間取引の強化

㈱トーホー 54,360 17 企業間取引の強化

ロイヤルホールディングス㈱ 13,000 17 企業間取引の強化

㈱セブン＆アイ・ホールディングス 4,322 13 企業間取引の強化

㈱ポプラ 19,988 11 企業間取引の強化

㈱ミニストップ 7,300 11 企業間取引の強化

尾家産業㈱ 12,650 10 企業間取引の強化

㈱プレナス 4,670 7 企業間取引の強化

㈱ドトール・日レスホールディングス 5,000 6 企業間取引の強化

㈱フレンドリー 20,000 5 企業間取引の強化

日糧製パン㈱ 34,702 3 企業間取引の強化

㈱ファミリーマート 834 3 企業間取引の強化

第一生命保険㈱ 29 3 金融取引先関係の強化

㈱ダイナック 2,000 2 企業間取引の強化

太陽化学㈱ 2,420 1 企業間取引の強化

㈱トーカン 1,000 1 企業間取引の強化

わらべや日洋㈱ 959 1 企業間取引の強化

㈱大光 1,484 0 企業間取引の強化
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　（当事業年度）

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱フジオフードシステム 93,907 196 企業間取引の強化

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 179,340 101 金融取引先関係の強化

McDonald's Corporation 10,000 100 企業間取引の強化

キッコーマン㈱ 50,000 97 企業間取引の強化

日本マクドナルドホールディングス㈱ 33,318 92 企業間取引の強化

㈱カネカ 96,000 60 企業間取引の強化

㈱丸久 51,150 52 企業間取引の強化

㈱三井住友フィナンシャルグループ 10,753 47 金融取引先関係の強化

㈱サトー商会 45,383 41 企業間取引の強化

㈱みずほフィナンシャルグループ 177,800 36 金融取引先関係の強化

東日本旅客鉄道㈱ 4,000 30 企業間取引の強化

㈱ハークスレイ 31,200 24 企業間取引の強化

㈱キユーソー流通システム 22,100 22 企業間取引の強化

㈱トーホー 55,000 19 企業間取引の強化

ロイヤルホールディングス㈱ 13,000 19 企業間取引の強化

㈱セブン＆アイ・ホールディングス 5,022 19 企業間取引の強化

㈱ミニストップ 7,300 12 企業間取引の強化

㈱ポプラ 22,427 11 企業間取引の強化

㈱プレナス 4,670 11 企業間取引の強化15

尾家産業㈱ 12,650 10 企業間取引の強化

㈱ドトール・日レスホールディングス 5,000 9 企業間取引の強化

㈱フレンドリー 20,000 6 企業間取引の強化

日糧製パン㈱ 34,702 4 企業間取引の強化

㈱ファミリーマート 987 4 企業間取引の強化

第一生命保険㈱ 2,900 4 金融取引先関係の強化

チムニー㈱ 2,770 4 企業間取引の強化

㈱ダイナック 2,000 2 企業間取引の強化

㈱トーカン 1,000 2 企業間取引の強化

わらべや日洋㈱ 1,315 2 企業間取引の強化

太陽化学㈱ 2,420 1 企業間取引の強化
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（２）【監査報酬の内容等】

①　【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 39 － 39 －

連結子会社 － － － －

合計 39 － 39 －

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監

査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当連結会計年度に係る

会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

②　【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

 

③　【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

 

④　【監査報酬の決定方針】

　当社の監査報酬の決定方針といたしましては、取締役会が往査内容、監査日数及び報酬単価

等を勘案し、監査役会の同意を得て決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

（１）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51

年大蔵省令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　　なお、当連結会計年度（平成25年４月1日から平成26年３月31日まで）の連結財務諸表に含ま

れる比較情報については「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正す

る内閣府令」（平成24年９月21日内閣府令第61号）附則第３条第２項により、改正前の連結財務

諸表規則に基づいて作成しております。

 

 

（２）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵

省令第59号。以下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　なお、当事業年度（平成25年４月1日から平成26年３月31日まで）の財務諸表に含まれる比較

情報については「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府

令」（平成24年９月21日内閣府令第61号）附則第２条第２項により、改正前の財務諸表等規則に

基づいて作成しております。

　　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸

表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成25年４月１

日から平成26年３月31日まで）及び当事業年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）の

連結財務諸表及び財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　会計基準等の内容又はその変更等について的確に対応するために、公益財団法人　財務会計基準

機構へ加入しております。
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１【連結財務諸表等】

(1)【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,919 3,884

受取手形及び売掛金 ※４ 9,907 9,008

商品及び製品 1,306 1,275

仕掛品 19 12

原材料及び貯蔵品 733 848

未収入金 45 2,503

繰延税金資産 393 321

その他 78 243

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 18,403 18,095

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※３ 9,926 ※３ 10,341

減価償却累計額 △5,592 △5,822

建物及び構築物（純額） ※２ 4,334 ※２ 4,519

機械装置及び運搬具 ※３ 10,005 ※３ 10,950

減価償却累計額 △7,277 △7,553

機械装置及び運搬具（純額） 2,727 3,396

工具、器具及び備品 ※３ 1,075 ※３ 1,106

減価償却累計額 △807 △875

工具、器具及び備品（純額） 267 231

土地 ※２ 4,987 ※２ 4,995

リース資産 42 28

減価償却累計額 △35 △25

リース資産（純額） 6 3

建設仮勘定 30 4,619

有形固定資産合計 12,355 17,765

無形固定資産   

無形固定資産合計 384 373

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１ 1,679 ※１ 2,246

長期前払費用 106 105

繰延税金資産 300 305

差入保証金 314 305

保険積立金 423 454

その他 75 73

貸倒引当金 △44 △38

投資その他の資産合計 2,855 3,452

固定資産合計 15,595 21,590

資産合計 33,998 39,686
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※４ 8,042 7,083

1年内返済予定の長期借入金 ※２ 995 ※２ 976

未払金 2,731 4,159

未払法人税等 749 327

賞与引当金 381 386

役員賞与引当金 16 16

売上割戻引当金 10 17

設備関係支払手形 151 1,169

その他 1,170 724

流動負債合計 14,249 14,860

固定負債   

長期借入金 ※２ 3,183 ※２ 4,053

繰延税金負債 67 62

退職給付引当金 648 －

役員退職慰労引当金 163 200

退職給付に係る負債 － 870

長期未払金 820 3,765

その他 63 63

固定負債合計 4,948 9,015

負債合計 19,197 23,876

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,180 2,180

資本剰余金 2,448 2,448

利益剰余金 9,772 10,739

自己株式 △0 △0

株主資本合計 14,401 15,368

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 359 463

為替換算調整勘定 40 109

退職給付に係る調整累計額 － △130

その他の包括利益累計額合計 400 441

純資産合計 14,801 15,810

負債純資産合計 33,998 39,686
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

売上高 54,533 57,301

売上原価 39,628 42,530

売上総利益 14,904 14,770

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 12,126 ※１,※２ 12,342

営業利益 2,778 2,428

営業外収益   

受取利息 0 2

受取配当金 21 25

受取賃貸料 15 15

その他 63 105

営業外収益合計 100 148

営業外費用   

支払利息 64 77

持分法による投資損失 216 229

その他 23 10

営業外費用合計 303 318

経常利益 2,574 2,258

特別利益   

投資有価証券売却益 2 1

特別利益合計 2 1

特別損失   

固定資産除却損 ※３ 16 ※３ 21

減損損失 ※４ 168 ※４ 15

その他 3 8

特別損失合計 188 45

税金等調整前当期純利益 2,388 2,215

法人税、住民税及び事業税 1,174 858

法人税等調整額 △195 91

法人税等合計 979 949

少数株主損益調整前当期純利益 1,409 1,265

当期純利益 1,409 1,265
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【連結包括利益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 1,409 1,265

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 223 103

繰延ヘッジ損益 0 －

持分法適用会社に対する持分相当額 102 69

その他の包括利益合計 325 172

包括利益 1,735 1,438

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 1,735 1,438

少数株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,180 2,448 8,789 △0 13,418

当期変動額      

剰余金の配当   △426  △426

当期純利益   1,409  1,409

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 982 － 982

当期末残高 2,180 2,448 9,772 △0 14,401

 

       

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 136 △0 △62 － 74 13,492

当期変動額       

剰余金の配当      △426

当期純利益      1,409

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

223 0 102 － 325 325

当期変動額合計 223 0 102 － 325 1,308

当期末残高 359 － 40 － 400 14,801
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当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,180 2,448 9,772 △0 14,401

当期変動額      

剰余金の配当   △298  △298

当期純利益   1,265  1,265

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 967 － 967

当期末残高 2,180 2,448 10,739 △0 15,368

 

      

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘定
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 359 40 － 400 14,801

当期変動額      

剰余金の配当     △298

当期純利益     1,265

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

103 69 △130 41 41

当期変動額合計 103 69 △130 41 1,009

当期末残高 463 109 △130 441 15,810
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 2,388 2,215

減価償却費 960 1,004

減損損失 168 15

貸倒引当金の増減額（△は減少） 15 △5

賞与引当金の増減額（△は減少） △1 4

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 2 0

退職給付引当金の増減額（△は減少） 109 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 17

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 19 36

受取利息及び受取配当金 △21 △27

支払利息 64 77

固定資産除却損 16 21

投資有価証券売却損益（△は益） △2 △1

売上債権の増減額（△は増加） △255 899

たな卸資産の増減額（△は増加） △87 △76

未収消費税等の増減額（△は増加） － △151

仕入債務の増減額（△は減少） 45 △958

前払費用の増減額（△は増加） 4 △15

未払金の増減額（△は減少） 145 △320

未払消費税等の増減額（△は減少） △15 △147

未払費用の増減額（△は減少） △8 △59

その他の資産の増減額（△は増加） △44 △125

その他の負債の増減額（△は減少） 5 △77

その他 219 230

小計 3,730 2,556

利息及び配当金の受取額 21 27

利息の支払額 △64 △77

法人税等の支払額 △864 △1,240

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,822 1,265

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,649 △4,192

無形固定資産の取得による支出 △113 △74

投資有価証券の取得による支出 △19 △50

投資有価証券の売却による収入 20 6

関係会社株式の取得による支出 △241 △544

その他 △0 2

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,003 △4,853

財務活動によるキャッシュ・フロー   

割賦債務の返済による支出 △557 △853

割賦取引による収入 619 1,856

長期借入れによる収入 2,244 1,989

長期借入金の返済による支出 △786 △1,137

配当金の支払額 △425 △298

その他 △10 △5

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,082 1,552

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,902 △2,035

現金及び現金同等物の期首残高 4,017 5,919

現金及び現金同等物の期末残高 5,919 3,884
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

（１）連結子会社の数　　　　　　　　9社

連結子会社名

「第１［企業の概要］４［関係会社の状況］」に記載しているため省略しております。

 

２．持分法の適用に関する事項

（１）持分法適用関連会社数　4社

会社の名称

「第１［企業の概要］４［関係会社の状況］」に記載しているため省略しております。

 

（２）持分法の適用の手続について特に記載する必要があると認められる事項

　持分法適用関連会社の決算日は12月31日であり、各社の事業年度に係る財務諸表を使

用しております。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。

 

４．会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法により算定）によっております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法によっております。

②　たな卸資産

　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）によっております。

③　デリバティブ

　時価法によっております。
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（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建物及び構築物　　　10～38年

機械装置及び運搬具　５～10年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における見込利用可能期間（５

年）に基づいております。

③　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

④　長期前払費用

　定額法によっております。

 

（３）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸念債権

等特定の債権については財務内容評価法により回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

　従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③　役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当連結会計年度における支給見込額に

基づき計上しております。

④　売上割戻引当金

　当連結会計年度に負担すべき割戻金の支払に備えるため、売上実績額に見積割戻率を乗

じた額を計上しております。

⑤　役員退職慰労引当金

　役員の退任に伴う退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。
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（４）退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、期間定額基準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）に基づく定率法によって翌連結会計年度より費用処理して

おります。

 

（５）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップ

については、特例処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　金利スワップ

ヘッジ対象　借入金の利息

③　ヘッジ方針

　当社の社内規程により定める基本ルールに基づき金利変動リスクを回避する目的でデリ

バティブ取引を行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も

継続して、相場変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと見込まれるた

め、ヘッジの有効性の判定は省略しております。

 

（６）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）の範囲は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなってお

ります。

 

（７）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　消費税等の処理方法

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付

会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第25号　平成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を、当連結会計年度末より

適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めを除く。）、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債として計

上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異を退職給付に係る負債に計上しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに

従っており、当連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の

退職給付に係る調整累計額に加減しております。

　この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が870百万円計上されるととも

に、その他の包括利益累計額が130百万円減少しております。

　なお、１株当たり純資産額は9.22円減少しております。

 

(未適用の会計基準等）

・「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日）

・「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17

日）

（１）概要

　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の処理方法、退職給付債務及び勤務費用の

計算方法並びに開示の拡充等について改正されました。

（２）適用予定日

　退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正については、平成27年３月期の期首から適用し

ます。なお、当該会計基準等には経過的な取り扱いが定められているため、過去の期間の連結

財務諸表に対しては遡及適用しません。

（３）当該会計基準等の適用による影響

　退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正による連結財務諸表に与える影響額について

は、現時点で評価中であります。

 

（表示方法の変更）

(連結貸借対照表）

　前連結会計年度において、「流動資産」の「その他」に含めていた「未収入金」は、資

産の総額の100分の１を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することといたしまし

た。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを

行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」の「その他」に表

示していた123百万円は、「未収入金」45百万円、「その他」78百万円として組み替えてお

ります。
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（連結貸借対照表関係）

※１　投資有価証券のうち関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

投資有価証券 535百万円 919百万円

（うち、共同支配企業に対する投資） 535百万円 919百万円

 

※２（１）担保に供している資産は、次のとおりであります。（帳簿価額）

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

建物及び構築物 1,182百万円 903百万円

土地 610百万円 575百万円

計 1,793百万円 1,478百万円

 

（２）上記の担保資産に対する債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

一年内返済予定の長期借入金 299百万円 288百万円

長期借入金 920百万円 632百万円

計 1,219百万円 920百万円

 

※３　固定資産の取得価額から直接減額している国庫補助金の圧縮記帳累計額は次のとおりでありま

す。

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

建物及び構築物 202百万円 202百万円

機械装置及び運搬具 525百万円 525百万円

工具、器具及び備品 0百万円 0百万円

計 728百万円 728百万円

 

※４　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

　なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、連結会計

年度末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）

当連結会計年度

（平成26年３月31日）

受取手形 173百万円 －百万円

支払手形 96百万円 －百万円
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　５　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と貸出コミットメント契約を

締結しております。

　当連結会計年度末における貸出コミットメントに係る借入金未実行残高等は次のとおりでありま

す。

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

貸出コミットメントの総額 3,000百万円 3,000百万円

借入実行残高 －百万円 －百万円

差引額 3,000百万円 3,000百万円

 

　６　偶発債務

　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っておりま

す。

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

杭州頂可食品有限公司 469百万円 514百万円

 

（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
　前連結会計年度

（自　平成24年４月１日
　　至　平成25年３月31日）

　当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

給料手当 2,616百万円 2,696百万円

賞与引当金繰入額 295百万円 274百万円

退職給付費用 158百万円 110百万円

役員退職慰労引当金繰入額 28百万円 38百万円

物流費 5,171百万円 5,307百万円

役員賞与引当金繰入額 16百万円 16百万円

 

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。

 
　前連結会計年度

（自　平成24年４月１日
　　至　平成25年３月31日）

　当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

　 446百万円 456百万円

 

※３　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

建物及び構築物 6百万円 12百万円

機械装置及び運搬具 8百万円 8百万円

工具、器具及び備品 1百万円 0百万円

計 16百万円 21百万円
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※４　減損損失の内容は、次のとおりであります。

前連結会計年度において計上した減損損失の内訳は、以下のとおりであります。

用途 場所 種類 減損損失

事業用資産 埼玉県

建物及び構築物 103百万円

機械装置及び運搬具 33百万円

工具、器具及び備品 2百万円

  長期前払費用 18百万円

遊休資産 神奈川県他 その他 10百万円

合計   168百万円

　当社グループは資産を事業用資産、賃貸用資産、遊休資産、店舗及び共用資産にグルーピングし

ております。

　事業用資産については、一貫した生産システムを確立させた新工場の設立決定を行い、収益性の

低下が予想される資産グループについて、帳簿価額全額を回収不能と判断し、減損損失（157百万

円）として特別損失に計上しました。

　なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しておりますが、売却可能

性が見込めないため零として評価しております。

 

当連結会計年度において計上した減損損失の内訳は、以下のとおりであります。

用途 場所 種類 減損損失

遊休資産 山梨県他

建物及び構築物 5百万円

機械装置及び運搬具 9百万円

工具、器具及び備品 0百万円

合計   15百万円

　当社グループは資産を事業用資産、賃貸用資産、遊休資産、店舗及び共用資産にグルーピングし

ております。

　遊休資産については、帳簿価額全額を回収不能と判断し、減損損失（15百万円）として特別損失

に計上しました。

　なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しておりますが、売却可能

性が見込めないため零として評価しております。
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（連結包括利益計算書関係）

※　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

その他有価証券評価差額金   

当期発生額 283百万円 147百万円

組替調整額 △2百万円 △1百万円

税効果調整前 281百万円 145百万円

税効果額 △57百万円 △41百万円

その他有価証券評価差額金 223百万円 103百万円

繰延ヘッジ損益   

当期発生額 0百万円 －百万円

組替調整額 0百万円 －百万円

税効果調整前 0百万円 －百万円

税効果額 △0百万円 －百万円

繰延ヘッジ損益 0百万円 －百万円

持分法適用会社に対する持分相当額   

当期発生額 102百万円 69百万円

その他の包括利益合計 325百万円 172百万円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 14,211,000 － － 14,211,000

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 91 － － 91

 

３　配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月26日

定時株主総会
普通株式 284 20.00 平成24年３月31日 平成24年６月27日

平成24年11月９日

取締役会
普通株式 142 10.00 平成24年９月30日 平成24年12月３日

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 156 11.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日

 

EDINET提出書類

ケンコーマヨネーズ株式会社(E00493)

有価証券報告書

 65/110



当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 14,211,000 － － 14,211,000

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 91 － － 91

 

３　配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 156 11.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日

平成25年11月８日

取締役会
普通株式 142 10.00 平成25年９月30日 平成25年12月２日

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月24日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 156 11.00 平成26年３月31日 平成26年６月25日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

現金及び預金勘定 5,919百万円 3,884百万円

現金及び現金同等物 5,919百万円 3,884百万円

 

２　重要な非資金取引の内容は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

有形固定資産取得による割賦未払金の期末残高 1,364百万円 4,917百万円
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（リース取引関係）

ファイナンス・リース取引

（借主側）

（１）リース資産の内容

・有形固定資産

　主として、東京本社における決算開示システムのサーバ及び電話設備（工具、器具及び

備品）であります。

・無形固定資産

　主として、東京本社における決算開示システムのソフトウェアであります。

（２）リース資産の減価償却の方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年

　３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

　理によっており、その内容は次のとおりであります。

 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（単位：百万円）
 

 

前連結会計年度
（平成25年３月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械装置及び運搬具 241 219 21

工具、器具及び備品 11 10 0

合計 252 230 21

 

（単位：百万円）
 

 

当連結会計年度
（平成26年３月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械装置及び運搬具 － － －

工具、器具及び備品 － － －

合計 － － －

 

②未経過リース料期末残高相当額

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

１年内 20 －

１年超 － －

合計 20 －
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③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

支払リース料 27 20

減価償却費相当額 25 21

支払利息相当額 0 0

 

④減価償却費相当額及び支払利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については利息法によっております。

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金を調達しております。一時的な

余資は大口定期預金等の金融資産で運用し、また、短期的な運転資金は銀行借入により調

達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機

的な取引は行わない方針であります。

 

（２）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、

投資有価証券は、主に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、市場価

格の変動リスクに晒されております。
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　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、長期借

入金及び長期未払金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還

日は決算日後、最長で12年後であります。このうち一部は、変動金利であるため金利の変

動リスクに晒されていますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジ

しております。

　デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的と

した金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、

ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「会計処理基準に関する事

項」に記載されている「重要なヘッジ会計の方法」をご覧ください。

 

（３）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、「与信管理規程」に従い、営業債権について、各事業部門における事務管理部が

主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理すると

ともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会

社についても、当社の「与信管理規程」に準じて、同様の管理を行っております。

　デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、

格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用しており

ます。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、

取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　デリバティブ取引については、取引権限や限度額等を定めた「デリバティブ管理規程」に

基づき、財務経理部において記帳及び契約先と残高照合等を行っております。

　また、取引については、ヘッジの有効性の確認を行い、経営会議にて承認を受けておりま

す。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき財務経理部が適時に資金繰りを確認・更新することに

より適正な手許流動性を維持することで、流動性リスクを管理しております。

 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりませ

ん。（（注２）を参照ください。）

前連結会計年度（平成25年３月31日）

（単位：百万円）
 

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

（１）現金及び預金 5,919 5,919 －

（２）受取手形及び売掛金 9,907 9,907 －

（３）投資有価証券    

その他有価証券 1,071 1,071 －

資産計 16,898 16,898 －

（１）支払手形及び買掛金 8,042 8,042 －

（２）未払金 2,173 2,173 －

（３）設備関係支払手形 151 151 －

（４）長期借入金（※１） 4,178 4,175 △3

（５）長期未払金（※１） 1,378 1,391 12

負債計 15,924 15,934 9

（※１）未払金のうち１年内返済予定の長期未払金については長期未払金に含めており、１年内返済予定の長期借入金

については長期借入金に含めております。
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当連結会計年度（平成26年３月31日）

（単位：百万円）
 

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

（１）現金及び預金 3,884 3,884 －

（２）受取手形及び売掛金 9,008 9,008 －

（３）投資有価証券    

その他有価証券 1,223 1,223 －

資産計 14,116 14,116 －

（１）支払手形及び買掛金 7,083 7,083 －

（２）未払金 2,994 2,994 －

（３）設備関係支払手形 1,169 1,169 －

（４）長期借入金（※１） 5,030 5,057 27

（５）長期未払金（※１） 4,930 4,804 △125

負債計 21,207 21,109 △98

（※１）未払金のうち１年内返済予定の長期未払金については長期未払金に含めており、１年内返済予定の長期借入金

については長期借入金に含めております。

 

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

（１）現金及び預金、（２）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

（３）投資有価証券

株式は取引所の価格によっております。

負　債

（１）支払手形及び買掛金、（２）未払金、（３）設備関係支払手形

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

（４）長期借入金、（５）長期未払金

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入等を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

（単位：百万円）
 

区分
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

非上場株式 73 103

関係会社株式 535 919

合計 608 1,022

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3）投資有価証券」には

含めておりません。

 

（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成25年３月31日）

区分
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 5,919 － － －

受取手形及び売掛金 9,907 － － －

合計 15,827 － － －

 

当連結会計年度（平成26年３月31日）

区分
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 3,884 － － －

受取手形及び売掛金 9,008 － － －

合計 12,892 － － －
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（注４）長期借入金及び長期未払金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成25年３月31日）

（単位：百万円）
 

区分 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金 995 752 711 697 409 612

長期未払金 557 457 292 45 11 14

合計 1,553 1,210 1,004 742 420 626

 

当連結会計年度（平成26年３月31日）

（単位：百万円）
 

区分 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金 976 1,214 1,185 596 470 586

長期未払金 1,165 946 647 835 707 628

合計 2,141 2,161 1,832 1,431 1,177 1,214
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成25年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1）株式 1,046 601 445

小計 1,046 601 445

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1）株式 24 25 △0

小計 24 25 △0

合計 1,071 626 444

（注）　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

 

当連結会計年度（平成26年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1）株式 1,228 637 591

小計 1,228 637 591

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1）株式 － － －

小計 － － －

合計 1,228 637 591

（注）　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

 

２．連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

種類
売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 20 2 －

合計 20 2 －

 

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

種類
売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 6 1 －

合計 6 1 －

 

３．減損処理を行った有価証券

　当連結会計年度において減損処理は行っておりません。
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

前連結会計年度（平成25年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（平成26年３月31日）

　該当事項はありません。

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

金利関係

前連結会計年度（平成25年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（平成26年３月31日）

(単位：百万円）

ヘッジ会計の方法 取引の種類等 主なヘッジ対象 契約額等 うち1年超 時価

金利スワップの特例処理 金利スワップ取引 長期借入金 985 787 （注）

（注）　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として

処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は確定給付企業年金制度の他、主任以上の役職者について役職者年金制度を採用してお

ります。一部連結子会社では、確定拠出制度である中小企業退職金共済制度に加入しておりま

す。

 

２．退職給付債務に関する事項

（単位：百万円）
 

(1）退職給付債務 △1,936

(2）年金資産 1,120

(3）未積立退職給付債務（(1)＋(2)） △815

(4）未認識数理計算上の差異 167

(5）退職給付引当金（(3)＋(4)） △648

 

３．退職給付費用に関する事項

（単位：百万円）
 

(1）勤務費用 119

(2）利息費用 22

(3）期待運用収益 △16

(4）数理計算上の差異の費用処理額 82

(5）退職給付費用 207

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

（１）退職給付見込額の期間配分方法

期間定額基準

 

（２）割引率（％）　1.2

 

（３）期待運用収益率（％）　1.5

 

（４）数理計算上の差異の処理年数

　５年（各連結会計年度発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）に基づく定率法によって翌連結会計年度より費用処理しております。）

 

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は確定給付企業年金制度の他、主任以上の役職者について役職者年金制度を採用してお

ります。一部連結子会社では、確定拠出制度である中小企業退職金共済制度に加入しておりま

す。
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２.確定給付制度

（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

　退職給付債務の期首残高 1,936百万円

　　勤務費用 121百万円

　　利息費用

　　数理計算上の差異の発生額

23百万円

91百万円

　　退職給付の支払額 △77百万円

　退職給付債務の期末残高 2,094百万円

 

（２）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

　年金資産の期首残高 1,120百万円

　　期待運用収益 16百万円

　　数理計算上の差異の発生額 △6百万円

　　事業主からの拠出額 133百万円

　　退職給付の支払額 △38百万円

　年金資産の期末残高 1,224百万円

 

（３）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表上に計上された退職給付に係る負債

及び退職給付に係る資産の調整表

　積立型制度の退職給付債務 1,580百万円

　年金資産 △1,224百万円

 356百万円

　非積立型制度の退職給付債務 514百万円

　連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 870百万円

 

　退職給付に係る負債 870百万円

　連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 870百万円

 

(４）退職給付費用及びその内訳項目の金額

　勤務費用 121百万円

　利息費用 23百万円

　期待運用収益 △16百万円

　数理計算上の差異の費用処理額 61百万円

　確定給付制度に係る退職給付費用 189百万円

 

（５）退職給付に係る調整累計額

　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

　未認識数理計算上の差異 203百万円
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（６）年金資産に関する事項

　①年金資産の主な内訳

　　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

　　　生命保険一般勘定 100％

　　　合計 100％

 

　②長期期待運用収益率の設定方法

　　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資

産　　を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

（７）数理計算上の計算基礎に関する事項

　　当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎

　　割引率　　　　　　　　　　1.2％

　　長期期待運用収益率　　　　1.5％

 

３.確定拠出制度

　　当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、32百万円であります。
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（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

繰延税金資産   

①流動の部   

繰延税金資産   

未払事業税等 62百万円 26百万円

賞与引当金 151百万円 144百万円

繰越欠損金 31百万円 9百万円

概算販売促進費 42百万円 35百万円

その他 106百万円 108百万円

繰延税金資産小計 395百万円 323百万円

評価性引当額 △1百万円 △1百万円

繰延税金資産合計 393百万円 321百万円

②固定の部   

繰延税金資産   

減価償却費の損金算入限度超過額 58百万円 52百万円

役員退職慰労引当金 58百万円 71百万円

退職給付引当金 231百万円 －百万円

退職給付に係る負債 －百万円 318百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 12百万円 13百万円

減損損失 194百万円 169百万円

投資有価証券評価損 29百万円 28百万円

その他 310百万円 297百万円

繰延税金資産小計 895百万円 950百万円

評価性引当額 △507百万円 △513百万円

繰延税金資産合計 388百万円 437百万円

繰延税金負債   

固定資産評価替 △37百万円 △37百万円

その他有価証券評価差額金 △114百万円 △154百万円

固定資産圧縮積立金 △3百万円 △2百万円

繰延税金負債合計 △155百万円 △194百万円

繰延税金資産の純額 626百万円 564百万円

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の

内訳

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

法定実効税率 38.01％ 38.01％

（調整）   

交際費等永久に損金算入されない項目 1.81％ 1.31％

住民税均等割 1.38％ 1.49％

評価性引当額 △2.38％ 0.24％

持分法による投資損失 3.44％ 3.94％

税率変更による影響額 －％ 1.01％

その他 △1.25％ △3.14％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.01％ 42.86％
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３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額修正
 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、

平成26年4月１日以後に開始する連結会計年度から復興特別法人税が課されないことになりまし

た。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成26年４

月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については従来の38.0％から35.6％

になります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は22百万円減

少し、法人税等調整額が同額増加しております。
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（企業結合等関係）

前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　重要性が乏しいので記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　重要性が乏しいので記載を省略しております。

 

（資産除去債務関係）

前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　重要性が乏しいので記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　重要性が乏しいので記載を省略しております。

 

（賃貸等不動産関係）

前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　重要性が乏しいので記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　重要性が乏しいので記載を省略しております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１　報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が

入手可能であり、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検

討を行う対象となっているものであります。

　当社グループは「調味料・加工食品事業」及び「総菜関連事業等」を営んでおり、業種別

に区分された事業ごとに、包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　従って、当社グループは業種別に区分された事業を基盤としたセグメントから構成されて

おり、「調味料・加工食品事業」及び「総菜関連事業等」の２つを報告セグメントとしてお

ります。「調味料・加工食品事業」は調理加工食品、マヨネーズ・ドレッシング類及びタマ

ゴ加工品の製造・販売をしております。「総菜関連事業等」はフレッシュ総菜（日配サラ

ダ・惣菜）の製造及び量販店等への販売、当社からの調理加工食品及びタマゴ加工品の生産

受託事業を行っております。
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２　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項」における記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及

び振替高は市場実勢価格に基づいております。

 

３　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント

その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

連結財務
諸表計上
額
（注３）

 
調味料・
加工食品
事業

総菜関連
事業等

計

売上高        

外部顧客に対する売上高 45,894 7,526 53,420 1,113 54,533 － 54,533

セグメント間の内部売上高又は振替高 450 8,258 8,708 － 8,708 △8,708 －

計 46,344 15,785 62,129 1,113 63,242 △8,708 54,533

セグメント利益又は損失（△） 2,502 320 2,823 △255 2,568 6 2,574

セグメント資産 31,228 6,406 37,634 696 38,331 △4,332 33,998

その他の項目        

減価償却費 745 211 956 3 960 － 960

受取利息 27 0 27 0 27 △27 0

支払利息 59 31 90 1 91 △27 64

持分法による投資利益又は損失（△） － － － △216 △216 － △216

持分法適用会社への投資額 － － － 535 535 － 535

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 1,731 191 1,922 6 1,929 － 1,929

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ショップ事業、海外事業を含ん

でおります。

２．調整額は、以下のとおりであります。

（１）セグメント利益又は損失（△）の調整額6百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。

（２）セグメント資産の調整額△4,332百万円は、セグメント間の債権の相殺消去によるものであります。

３．セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント

その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

連結財務
諸表計上
額
（注３）

 
調味料・
加工食品
事業

総菜関連
事業等

計

売上高        

外部顧客に対する売上高 47,541 8,586 56,127 1,173 57,301 － 57,301

セグメント間の内部売上高又は振替高 493 8,588 9,081 － 9,081 △9,081 －

計 48,035 17,174 65,209 1,173 66,383 △9,081 57,301

セグメント利益又は損失（△） 2,106 369 2,475 △216 2,258 0 2,258

セグメント資産 35,450 6,561 42,011 1,081 43,093 △3,406 39,686

その他の項目        

減価償却費 783 218 1,002 2 1,004 － 1,004

受取利息 28 0 28 0 28 △26 2

支払利息 71 30 102 1 103 △26 77

持分法による投資利益又は損失（△） － － － △229 △229 － △229

持分法適用会社への投資額 － － － 919 919 － 919

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 5,588 830 6,419 5 6,424 － 6,424

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ショップ事業、海外事業を含ん

でおります。

２．調整額は、以下のとおりであります。

（１）セグメント利益又は損失（△）の調整額0百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。

（２）セグメント資産の調整額△3,406百万円は、セグメント間の債権の相殺消去によるものであります。

３．セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

EDINET提出書類

ケンコーマヨネーズ株式会社(E00493)

有価証券報告書

 83/110



【関連情報】

前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

（１）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省

略しております。

（２）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の

90％を超えるため、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）
 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

ベンダーサービス株式会社 5,608 調味料・加工食品事業

 

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

（１）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省

略しております。

（２）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の

90％を超えるため、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）
 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

ベンダーサービス株式会社 6,592 調味料・加工食品事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

   （単位：百万円）

 報告セグメント

 調味料・加工食品事業 総菜関連事業等 計

減損損失 7 161 168

 

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

   （単位：百万円）

 報告セグメント

 調味料・加工食品事業 総菜関連事業等 計

減損損失 12 2 15

 

【報告セグメントごとののれん償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

　前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　　該当事項はありません。

 

　当連結会計年度（自平成25年４月１日　至平成26年３月31日）

種類

会社等

の名称

又は氏名

所在地

資本金

又は

出資金

事業の

内容

又は職業

議決権等

の所有

（被所有）

割合（％）

関連当事

者との

関係

取引の内容
取引金額

（百万円）
科目

期末残高

（百万円）

関連会社

頂可（香港）

控股股份

有限公司

香港
173

（百万HKD）
その他 50.0 役員の兼任増資の引受 544

関係会

社株式
-

（注）取引条件及び取引条件の決定方法

　　　　財務基盤の強化を図るためであります。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

１株当たり純資産額 1,041円54銭 1,112円55銭

１株当たり当期純利益金額 99円16銭 89円08銭

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当期純利益金額（百万円） 1,409 1,265

普通株式に係る当期純利益金額（百万円） 1,409 1,265

普通株式の期中平均株式数（株） 14,210,909 14,210,909

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤　【連結附属明細表】

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

１年以内に返済予定の長期借入金 995 976 1.16 －

１年以内に返済予定のリース債務 5 1 4.04 －

長期借入金（１年以内に返済予定のも

のを除く）
3,183 4,053 0.97 2026年3月

リース債務（１年以内に返済予定のも

のを除く）
3 1 4.04 2017年5月

その他有利子負債     

未払金 557 1,259 0.90 －

長期未払金 820 3,670 0.67 2020年9月

受入保証金 29 31 1.31 －

合計 5,595 9,995   

（注）１　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　その他有利子負債の受入保証金は、固定負債の「その他」に含まれております。

３　長期借入金、リース債務及びその他有利子負債（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内

における返済予定額は以下のとおりであります。

区分
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 1,214 1,185 596 470

リース債務 0 0 0 －

その他有利子負債     

長期未払金 852 647 835 707

 

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首

及び当連結会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略

しております。
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（２） 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 （百万円） 14,336 28,951 44,022 57,301

税金等調整前四半期

（当期）純利益金額
（百万円） 874 1,558 1,978 2,215

四半期（当期）純利益

金額
（百万円） 511 910 1,139 1,265

１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 36.00 64.05 80.19 89.08

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益

金額
（円） 36.00 28.05 16.14 8.89
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２【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,863 2,554

受取手形 ※５ 407 204

売掛金 ※１ 8,540 ※１ 7,971

商品及び製品 1,315 1,267

仕掛品 2 1

原材料及び貯蔵品 536 643

前払費用 ※１ 49 ※１ 61

関係会社短期貸付金 62 1,424

繰延税金資産 309 263

未収入金 ※１ 135 ※１ 2,426

その他 3 176

貸倒引当金 △1 △67

流動資産合計 16,225 16,927

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※２,※４ 2,958 ※２,※４ 2,877

構築物 ※４ 117 ※４ 110

機械及び装置 ※４ 2,363 ※４ 2,689

車両運搬具 ※４ 0 ※４ 0

工具、器具及び備品 ※４ 242 ※４ 204

土地 ※２ 4,610 ※２ 4,613

リース資産 3 2

建設仮勘定 29 4,614

有形固定資産合計 10,325 15,112

無形固定資産   

ソフトウエア 277 262

ソフトウエア仮勘定 75 77

リース資産 0 －

電話加入権 20 20

無形固定資産合計 374 361

投資その他の資産   

投資有価証券 969 1,155

関係会社株式 1,528 2,073

出資金 1 1

関係会社長期貸付金 1,551 －

繰延税金資産 214 172

差入保証金 187 187

保険積立金 423 454

その他 78 86

貸倒引当金 △115 △38

投資損失引当金 － △126

投資その他の資産合計 4,839 3,968

固定資産合計 15,538 19,441

資産合計 31,763 36,369
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 ※５ 478 396

買掛金 ※１ 7,406 ※１ 6,318

1年内返済予定の長期借入金 ※２ 984 ※２ 976

未払金 ※１ 2,186 ※１ 3,436

未払費用 ※１ 370 ※１ 357

未払法人税等 696 272

未払消費税等 101 －

賞与引当金 294 303

役員賞与引当金 15 16

売上割戻引当金 4 10

設備関係支払手形 151 1,169

その他 286 75

流動負債合計 12,977 13,334

固定負債   

長期借入金 ※２ 3,183 ※２ 3,813

長期未払金 606 3,222

退職給付引当金 643 661

役員退職慰労引当金 162 197

その他 31 33

固定負債合計 4,626 7,928

負債合計 17,604 21,262
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,180 2,180

資本剰余金   

資本準備金 2,448 2,448

資本剰余金合計 2,448 2,448

利益剰余金   

利益準備金 138 138

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 0 0

別途積立金 7,199 7,899

繰越利益剰余金 1,909 2,059

利益剰余金合計 9,248 10,097

自己株式 △0 △0

株主資本合計 13,877 14,726

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 282 380

評価・換算差額等合計 282 380

純資産合計 14,159 15,107

負債純資産合計 31,763 36,369
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

売上高 46,344 48,035

売上原価 ※２ 34,395 ※２ 36,414

売上総利益 11,948 11,620

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 9,442 ※１,※２ 9,627

営業利益 2,506 1,993

営業外収益   

受取利息 ※２ 27 ※２ 28

受取配当金 21 23

受取賃貸料 ※２ 19 ※２ 57

貸倒引当金戻入額 0 10

その他 41 70

営業外収益合計 111 190

営業外費用   

支払利息 59 71

貸倒引当金繰入額 52 0

その他 3 6

営業外費用合計 114 77

経常利益 2,502 2,106

特別損失   

関係会社株式評価損 270 －

固定資産除却損 ※３ 9 ※３ 9

固定資産売却損 3 －

減損損失 7 12

投資損失引当金繰入額 － 126

特別損失合計 290 148

税引前当期純利益 2,212 1,958

法人税、住民税及び事業税 1,085 763

法人税等調整額 △86 46

法人税等合計 998 810

当期純利益 1,213 1,147
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 
固定資産圧
縮積立金

別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 2,180 2,448 2,448 138 0 6,699 1,622 8,461

当期変動額         

固定資産圧縮積立金の
取崩

    △0  0 －

別途積立金の積立      500 △500 －

剰余金の配当       △426 △426

当期純利益       1,213 1,213

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        

当期変動額合計 － － － － △0 500 287 787

当期末残高 2,180 2,448 2,448 138 0 7,199 1,909 9,248

 

      

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △0 13,090 112 △0 112 13,202

当期変動額       

固定資産圧縮積立金の
取崩

 －    －

別途積立金の積立  －    －

剰余金の配当  △426    △426

当期純利益  1,213    1,213

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

  169 0 169 169

当期変動額合計 － 787 169 0 169 956

当期末残高 △0 13,877 282 － 282 14,159
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当事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 
固定資産圧
縮積立金

別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 2,180 2,448 2,448 138 0 7,199 1,909 9,248

当期変動額         

固定資産圧縮積立金の
取崩

    △0  0 －

別途積立金の積立      700 △700 －

剰余金の配当       △298 △298

当期純利益       1,147 1,147

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        

当期変動額合計 － － － － △0 700 149 849

当期末残高 2,180 2,448 2,448 138 0 7,899 2,059 10,097

 

     

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △0 13,877 282 282 14,159

当期変動額      

固定資産圧縮積立金の
取崩

 －   －

別途積立金の積立  －   －

剰余金の配当  △298   △298

当期純利益  1,147   1,147

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

  97 97 97

当期変動額合計 － 849 97 97 947

当期末残高 △0 14,726 380 380 15,107
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【注記事項】

（重要な会計方針）

資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

　移動平均法による原価法

 

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法

　により算定）

 

（３）デリバティブの評価基準及び評価方法

　　デリバティブ

　　　時価法によっております。

 

（４）固定資産の減価償却方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建物及び構築物　　　10～38年

機械装置及び運搬具　５～10年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における見込利用可能期間（５年）

に基づいております。

③　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

④　長期前払費用

　定額法によっております。
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（５）引当金の計上基準

①貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸念債権等

特定の債権については財務内容評価法により回収不能見込額を計上しております。

②投資損失引当金

　関係会社への投資に対する損失に備えるため、当該会社の財政状態及び回復可性等を勘案

し、必要と認められる額を計上しております。

 

（追加情報）

　関係会社株式の実質価額について、著しく低下している状況には至っていないものの、健

全性の観点から、投資損失引当金を計上しております。

　なお、当事業年度に発生した投資損失引当金繰入額126百万円は特別損失に計上しておりま

す。

③賞与引当金

　　従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

④役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度における支給見込額に基づき

計上しております。

⑤売上割戻引当金

　当事業年度に負担すべき割戻金の支払に備えるため、売上実績額に見積割戻率を乗じた額

を計上しております。

⑥退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。

　イ）退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ

る方法については、期間定額基準によっております。

　ロ）数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）に基づく定率法によって翌事業年度より費用処理しており

ます。

⑦役員退職慰労引当金

　役員の退任に伴う退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上して

おります。
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（６）ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップに

ついては、特例処理によっております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　金利スワップ

ヘッジ対象　　借入金の利息

③ヘッジ方針

　当社の社内規程により定める基本ルールに基づき金利変動リスクを回避する目的でデリバ

ティブ取引を行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一の方法であり、ヘッジ開始時及びその後

も継続して、相場変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと見込まれるため、

ヘッジの有効性の判定は省略しております。

 

（７）その他財務諸表作成のための重要な事項

①退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結財務諸表にお

けるこれらの会計処理の方法と異なっております。

②消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

 

（表示方法の変更）

　貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、有形固定資産等明細表、引当金明細表

については、財務諸表等規則第127条第１項に定める様式に基づいて作成しております。

　また、財務諸表等規則第127条第２項に掲げる各号の注記については、各号の会社計算規則

に掲げる事項の注記に変更しております。

　以下の事項について、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第８条の６に定めるリース取引に関する注記については、同条第４項によ

り、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第８条第28項に定める資産除去債務に関する注記については、同条第２項

により、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第26条に定める減価償却累計額の注記については、同条第２項により、記

載を省略しております。

・財務諸表等規則第68条の４に定める１株当たりの純資産額の注記については、同条第３項

により、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第75条第２項に定める製造原価明細書については、同ただし書きにより、

記載を省略しております。

・財務諸表等規則第86条に定める研究開発費の注記については、同条第２項により、記載を

省略しております。
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・財務諸表等規則第95条の３の２に定める減損損失に関する注記については、同条第２項に

より、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第95条の５の２に定める１株当たりの当期純損益金額に関する注記につい

ては、同条第３項により、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第107条に定める自己株式に関する注記については、同条第２項により、記

載を省略しております。

・財務諸表等規則第121条第１項第１号に定める有価証券明細表については、同条第３項によ

り、記載を省略しております。

（貸借対照表関係）

※１　関係会社に係る注記

　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に対する主な資産・負債は次のとおり

であります。

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

短期金銭債務 324百万円 225百万円

短期金銭債権 1,358百万円 734百万円

計 1,682百万円 959百万円

 

※２　担保に供している資産（帳簿価額）

（１）担保差入資産

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

建物 940百万円 903百万円

土地 575百万円 575百万円

計 1,515百万円 1,478百万円

 

（２）上記の担保資産に対する債務

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

一年内返済予定の長期借入金 288百万円 288百万円

長期借入金 920百万円 632百万円

計 1,208百万円 920百万円
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　３　偶発債務

下記関係会社の金融機関からの借入に対し、債務保証をしております。

保証債務

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

㈱九州ダイエットクック 11百万円 －百万円

ライラック・フーズ㈱ 6百万円 242百万円

杭州頂可食品有限公司 469百万円 514百万円

計 487百万円 756百万円

 

※４　固定資産の取得価額から直接減額している国庫補助金の圧縮記帳額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

建物 200百万円 200百万円

構築物 2百万円 2百万円

機械及び装置 524百万円 524百万円

車輌運搬具 0百万円 0百万円

工具、器具及び備品 0百万円 0百万円

計 728百万円 728百万円

 

※５　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、前事業年度末が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれて

おります。

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

受取手形 173百万円 －百万円

支払手形 96百万円 －百万円

 

　６　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と貸出コミットメント契約を

締結しております。

　当事業年度末における貸出しコミットメントに係る借入金未実行残高等は次のとおりでありま

す。

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

貸出コミットメントの総額 3,000百万円 3,000百万円

借入実行残高 －百万円 －百万円

差引額 3,000百万円 3,000百万円
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（損益計算書関係）

※１　販売費と一般管理費のおおよその割合は、販売費65％、一般管理費35％であります。

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
　前事業年度

（自　平成24年４月１日
　　至　平成25年３月31日）

　当事業年度
（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

運賃 3,196百万円 3,217百万円

倉敷料 1,025百万円 1,041百万円

給料 1,576百万円 1,678百万円

減価償却費 124百万円 138百万円

役員退職慰労引当金繰入額 27百万円 37百万円

退職給付費用 158百万円 110百万円

賞与引当金繰入額 225百万円 212百万円

 

※２　関係会社との取引高は、下記のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当事業年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

営業取引による取引高   

　仕入高 7,926百万円 8,263百万円

営業取引以外の取引による取引高 32百万円 71百万円

 

※３　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当事業年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

建物 0百万円 1百万円

機械及び装置 8百万円 7百万円

工具、器具及び備品 1百万円 0百万円

計 9百万円 9百万円

 

 

（有価証券関係）

　子会社株式及び関連会社株式（当事業年度の貸借対照表計上は子会社株式1,027百万円、関連会社

株式1,046百万円、前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式1,027百万円、関連会社株式501百万

円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しており

ません。

 

EDINET提出書類

ケンコーマヨネーズ株式会社(E00493)

有価証券報告書

100/110



（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
　　　　 前事業年度

　　　　（平成25年３月31日）
　　　　　 当事業年度

　　　　　（平成26年３月31日）

①流動の部   

繰延税金資産   

未払事業税等 65百万円 28百万円

賞与引当金 117百万円 113百万円

売上割戻引当金 1百万円 3百万円

概算販売促進費 40百万円 32百万円

その他 84百万円 82百万円

繰延税金資産合計 309百万円 263百万円

②固定の部   

繰延税金資産   

減価償却費の損金算入限度超過額 28百万円 20百万円

役員退職慰労引当金 57百万円 70百万円

退職給付引当金 239百万円 243百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 45百万円 23百万円

減損損失 52百万円 55百万円

投資有価証券評価損 202百万円 202百万円

ゴルフ会員権評価損 32百万円 32百万円

関係会社株式評価損 124百万円 124百万円

その他 5百万円 69百万円

繰延税金資産小計 790百万円 843百万円

評価性引当額 △498百万円 △552百万円

繰延税金資産合計 292百万円 291百万円

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △77百万円 △117百万円

固定資産圧縮積立金 △0百万円 △0百万円

繰延税金負債合計 △77百万円 △118百万円

繰延税金資産の純額 523百万円 436百万円

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の

内訳

 
　　　　 前事業年度

　　　　（平成25年３月31日）
　　　　　 当事業年度

　　　　　（平成26年３月31日）

法定実効税率 38.01％ 38.01％

（調整）   

交際費等永久に損金算入されない項目 1.61％ 1.43％

住民税均等割 1.21％ 1.37％

評価性引当額の増減 5.83％ 2.75％

税額控除 △1.35％ △2.81％

その他 △0.15％ 0.62％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.15％ 41.37％
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３　法人税等の税率変更により繰延税金資産及び繰延税金負債の金額修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布さ

れ、平成26年4月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないことになりまし

た。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成26年４

月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については従来の38.0％から35.6％にな

ります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は17百万円

減少し、法人税等調整額が同額増加しております。

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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④　【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

減価償却
累計額
（百万円）

有形固定資産       

建物 2,958 97
12

（5）
165 2,877 3,046

構築物 117 2 － 10 110 432

機械及び装置 2,363 770
18

(7)
425 2,689 5,839

車両運搬具 0 － － － 0 3

工具、器具及び備品 242 51 0 89 204 724

土地 4,610 3 － － 4,613 －

リース資産 3 － － 1 2 2

建設仮勘定 29 5,268 683 － 4,614 －

有形固定資産計 10,325 6,193
714

(12)
692 15,112 10,049

無形固定資産       

ソフトウェア 277 76 － 91 262 1,068

ソフトウェア仮勘定 75 70 68 － 77 －

リース資産 0 － － 0 － 0

電話加入権 20 － － － 20 －

無形固定資産計 374 146 68 91 361 1,068

注）１．当期増加額の主なものは次のとおりであります。

建物 西日本工場 サラダ製造設備 50百万円

機械及び装置 西日本工場 サラダ製造設備 650百万円

建設仮勘定 静岡富士山工場 生産設備等 4,530百万円

ソフトウェア 東京本社 ネット利益管理システム 63百万円

　　２．当期減少額のうち（　）内は内書きで減損損失の計上額であります。

　　　 当期減少額に含まれている減損損失額は12百万円であります。
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【引当金明細表】

 
 
 

 
 

 
 

（百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 116 1 12 105

投資損失引当金 － 126 － 126

賞与引当金 294 303 294 303

役員賞与引当金 15 16 15 16

売上割戻引当金 4 10 4 10

役員退職慰労引当金 162 37 2 197

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

　　　　　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　　　　　該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告としております。ただし、事故その他やむを得ない

事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲

載しております。

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとお

りであります。

http://www.kenkomayo.co.jp

株主に対する特典 単元株主に対し、年１回当社製品を贈呈します。

（注）１　平成18年６月29日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、下記のとおり単元未満株主の権

利を制限しております。

単元未満株式を有する株主の権利

　当会社の単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行

使することができない。

（１）　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

（２）　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

（３）　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

（１）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第56期　（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

平成25年６月27日　近畿財務局長に提出

（２）内部統制報告書及びその添付書類

平成25年６月27日　近畿財務局長に提出

（３）四半期報告書及び確認書

第57期第１四半期　（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

平成25年８月９日　近畿財務局長に提出

第57期第２四半期　（自　平成25年７月１日　至　平成25年９月30日）

平成25年11月12日　近畿財務局長に提出

第57期第３四半期　（自　平成25年10月１日　至　平成25年12月31日）

平成26年２月12日　近畿財務局長に提出

 

（４）臨時報告書（定時株主総会決議事項）

企業内容等の開示に関する内閣府第19条第２項第９号の２に基づく臨時報告書

平成25年７月４日　近畿財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

 

平成26年６月24日
 

ケンコーマヨネーズ株式会社
 

取締役会　御中

 

 有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 斎　　藤　　　　　昇　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 宮　　下　　卓　　士　　㊞

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられているケンコーマヨネーズ株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連

結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結

株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。
 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸

表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務

諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。
 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかに

ついて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めてい

る。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され

る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリス

クの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明

するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続

を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に

は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、ケンコーマヨネーズ株式会社及び連結子会社の平成26年３月31日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ケンコーマ

ヨネーズ株式会社の平成26年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。
 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認め

られる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することに

ある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができ

ない可能性がある。
 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告

書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財

務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査

の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査

証拠を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務

報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報

告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体として

の内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 

監査意見

　当監査法人は、ケンコーマヨネーズ株式会社が平成26年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有

効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。
 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
 

以　上
 
（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

 
 

平成26年６月24日
 

ケンコーマヨネーズ株式会社
 

取締役会　御中

 

 有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 斎　　藤　　　　　昇　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 宮　　下　　卓　　士　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状
況」に掲げられているケンコーマヨネーズ株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第
57期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方
針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。
 

財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合
理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための
ものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用
した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸
表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 

監査意見
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、ケンコーマヨネーズ株式会社の平成26年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事
業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
 

以　上
 
（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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